
 

消 防 救 第 14 号 

令和２年１月 24日 

 

各都道府県消防防災主管部長殿 

 

消防庁救急企画室長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

救急隊の感染防止対策の推進を目的とした血中抗体検査及びワクチン

接種の実施について（通知） 

 

平素より、救急行政の推進について御尽力いただき御礼申し上げます。 

救急業務における感染防止対策については、これまでにもその徹底に努めて

いただいているところですが、近年、感染症の国際的な拡大が懸念されている

中、今後、我が国においても大規模な国際的イベントを控えており、救急隊の

感染防止対策については急務であることから、「平成30年度救急業務のあり方

に関する検討会」において「救急隊の感染防止対策ワーキンググループ」を設

置して検討を行い、その検討結果を受け、「救急隊の感染防止対策の推進につ

いて」（平成31年３月28日付け消防庁救急企画室長通知）（別添１）を発出した

ところです。 

平成 31年３月 28日付け消防庁救急企画室長通知においても、救急隊員に対

する血中抗体検査及びワクチン接種の実施についてはお願いしているところで

すが、このたび、令和２年度から、Ｂ型肝炎に加え、新たに麻しん、風しん、

水痘、流行性耳下腺炎及び破傷風の血中抗体検査及びワクチン接種に要する経

費についても、地方交付税措置を講ずることとしました。つきましては、下記

に御留意の上、当該措置を活用し、救急隊員に対する血中抗体検査及びワクチ

ン接種に可及的速やかに取り組んでいただくようお願いします。 

貴職におかれましては、貴都道府県管内の市町村（消防の事務を処理する一

部事務組合等を含む。）に対して、この旨周知されるようお願いします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第 37条の規定に基

づく助言として発出するものであるとともに、本通知の内容については、厚生

労働省と協議済みであることを申し添えます。  

 

記 

 

１ 令和２年度地方交付税措置について 

 従前より、Ｂ型肝炎については、救急隊員に対する血中抗体検査及びワク

チン接種に要する経費について普通交付税措置が講じられているところであ



 

るが、令和２年度より、血中抗体検査については麻しん、風しん、水痘、流

行性耳下腺炎及びＢ型肝炎の５種、ワクチン接種については麻しん、風し

ん、水痘、流行性耳下腺炎、破傷風及びＢ型肝炎の６種を普通交付税措置の

対象とすることとした。消防本部におかれては、当該地方交付税措置を活用

し、救急隊員に対する、業務の遂行に必要な血中抗体検査及びワクチン接種

に、可及的速やかに取り組まれたい。 

 

 

２ 血中抗体検査及びワクチン接種の対象者の考え方について 

 救急隊員のうち血中抗体検査及びワクチン接種を実施する対象者として想

定される者は、「救急隊の感染防止対策マニュアル（Ver.1.0）」（別添１）の

中で参考資料としている、一般社団法人日本環境感染学会「医療関係者のた

めのワクチンガイドライン 第２版」（別添２）において、以下のとおりとさ

れている。各消防本部におかれては、これらの救急隊員を対象に血中抗体検

査及びワクチン接種を実施することを検討されたい。 

 

（１）麻しん、風しん、水痘及び流行性耳下腺炎 

麻しん、風しん、水痘及び流行性耳下腺炎については、検査診断で確定

した罹患歴がある者及び１歳以上で２回の予防接種記録がある者に対して

は、血中抗体検査は必須ではない。これに該当しない者に対しては、血中

抗体検査を行い、検査結果に応じて、必要な回数のワクチン接種を行うこ

と。 

なお、令和４年３月 31日までの間に限り、昭和 37年４月２日から昭和

54年４月 1日までの間に生まれた男性が風しんに係る定期の予防接種の対

象者として追加されたため、該当する救急隊員については、当該事業を活

用して、風しんの血中抗体検査及びワクチン接種を受けること（別添３）。 

 

（２）破傷風 

破傷風については、血中抗体検査が臨床において一般的ではないため、

確実なワクチン接種歴が確認できる場合を除き、血中抗体検査なしにワク

チン接種を行うことが通例である。小児期に２回以下のワクチン接種しか

受けていない者に対しては、接種回数の累計が３回となるようにワクチン

接種を行うこと。その後は、小児期に３回以上のワクチン接種を受けた者

も含め、抗体の減衰を考慮して約 10年ごとに１回の追加接種を行うこと。 

 

（３）Ｂ型肝炎 

Ｂ型肝炎については、既にワクチン接種を受け接種後の血中抗体検査で

免疫獲得が確認された者、既感染者（ＨＢs抗体陽性の者）及びＨＢＶ感



 

染者（ＨＢs抗原陽性の者）に対しては、血中抗体検査及びワクチン接種

は必要ない。これに該当しない者に対しては、血中抗体検査を行い、検査

結果に応じて、必要な回数のワクチン接種を行うこと。 

なお、ワクチン接種後の血中抗体検査で免疫獲得が確認された者に対し

ては、その後の血中抗体検査や追加接種は必要ない。 

 

 

 連絡先 消防庁救急企画室 

担 当 小谷専門官、新井主査、西田事務官 

TEL 03-5253-7529  

FAX 03-5253-7532 

E-mail：kyukyukikaku-kyukyurenkei@soumu.go.jp 
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消 防 救 第 4 9 号   

平成 31 年３月 28 日  

 

 各都道府県消防防災主管部長  

 東京消防庁・各指定都市消防長  

 

消防庁救急企画室長    

（公 印 省 略） 

 

救急隊の感染防止対策の推進について（通知） 

  

  救急業務における感染防止対策については、これまでにもその徹底に努めていた

だいているところですが、近年、感染症の国際的な拡大が懸念されている中、今

後、我が国においても大規模な国際的イベントを控えており、救急隊の感染防止対

策については急務であることから、「平成30年度救急業務のあり方に関する検討

会」（以下「検討会」という。）において「救急隊の感染防止対策ワーキンググル

ープ」を設置し、消防本部が活用できる感染防止対策マニュアルの作成や、消防機

関における望ましい感染防止管理体制について検討し、「平成30年度救急業務のあ

り方に関する検討会報告書」として取りまとめたところです。 

このたび、消防本部における救急隊の感染防止対策の推進のため、救急隊の感染

防止対策について、下記のとおり取りまとめましたので、救急隊の感染防止対策の

体制整備・充実を図るようお願いします。 

都道府県にあっては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する一部事務組

合等を含む。）に対しても、この旨周知するようお願いします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言

として発出するものであるとともに、本通知の内容については、厚生労働省と協議

済みであることを申し添えます。  

 

記  

 

１ 感染防止対策マニュアルの策定について 

各消防本部においては、「針刺し事故等によるＨＩＶ感染防止対策について」

（平成９年８月１日付け消防救第177号消防庁救急救助課長通知）に基づき、血

液・体液等への曝露時のＨＩＶ感染防止の対応マニュアルを策定しているところで

あるが、標準的な感染防止対策や資器材の消毒方法等も含めた感染防止対策マニュ

アルの策定を進めること。 

策定に当たっては、本年度検討会において、最新の医学的知見を踏まえた「救急

隊の感染防止対策マニュアル（Ver.1.0）」（別添１）を作成したので、参考とさ

れたい。 

 

２ 消防機関における感染防止管理体制の構築など感染防止の取組について 

殿 

015163
テキストボックス
別添１



  本年度検討会において、救急業務に携わる職員に対する、感染防止の観点からの 

安全確保を目的として、消防機関における救急業務に関しての感染防止管理体制の 

構築が重要であると示されたところであり、今後、各消防本部において、「消防機 

関における望ましい感染防止管理体制の例」（別添２）を参考に、感染防止管理体 

制の構築など、必要な感染防止の取組を進めること。 

 

３ 救急隊員の血中抗体検査及びワクチン接種の実施について、 

  各消防本部においては、「救急業務等の実施に当たってのＢ型肝炎感染防止対策

の徹底について」（昭和62年９月４日付け消防救第110号消防庁救急救助課長通

知）等に基づき、Ｂ型肝炎については、救急隊員に対して、ＨＢＳ抗原・抗体検査

及びＢ型肝炎ワクチンの接種が実施されているところである。 

本年度検討会で作成した「救急隊の感染防止対策マニュアル（Ver.1.0）」にお

いて、救急隊員の職業感染防止対策としては、麻しん、風しん、流行性耳下腺炎、

水痘、Ｂ型肝炎、破傷風について、血中抗体検査及びワクチン接種が強く推奨され

たことから、今後、各消防本部において、救急隊員に対し、その業務に関し必要な

血中抗体検査及びワクチン接種を実施すること。 

 

 

 

 

 

連絡先 消防庁救急企画室 

担 当 小谷専門官、小川係長、新井主査 

TEL 03-5253-7529  

FAX 03-5253-7532 

E-mail：kyukyukikaku-kyukyurenkei@soumu.go.jp 
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１．感染防止対策の基本 

（１）はじめに 

感染防止対策の基本は、感染源対策、感染経路対策、感受性対策であり、救急活動時

における感染防止対策も同じである。 

感染源対策、感染経路対策としては、傷病者についての情報が少ないという救急現場

の特殊性に鑑み、「全ての傷病者の体液（汗は除く。）及び排泄物は病原体が未同定のた

め、危険である。」ということを前提にした対策が求められる。米国疾病管理予防セン

ター（CDC）の「隔離予防策のためのガイドライン（2007）」や、厚生労働省の「感染症

の患者の移送の手引きについて」（平成 16年３月 31日付け健感発第 0331001号）のい

ずれにおいても、その対策として、「標準予防策（Standard Precaution）の実施」が強

く推奨されている。 

救急活動において、傷病者の状態に応じて適切な救急資器材を用いた応急処置等を

行うことや、傷病者の情報を適切に搬送先医療機関へ伝達することが求められるとと

もに、搬送に携わる者自身が感染しないよう、また感染を他者へ拡大させないよう、搬

送に際し適切に感染経路別対策を行うことが重要である。その一方で、科学的根拠のな

い過剰な防御策も避ける必要がある。  

また、感受性対策は、救急隊の予防接種等により、事前に実施しておくことが望まし

い。 

 

（２）感染防止対策の基本的な考え方 

ア 全ての傷病者に対して「標準予防策（Standard Precaution）」を行うことが強く推奨

される。 

イ 感染症が疑われる場合は、「感染経路別予防策（Transmission-based Precaution）」

を標準予防策に追加し行う。 

ウ 感染リスク管理の観点に立った的確な対応を行う。 

 

２．職員の職業感染防止対策 

ア 職員の血中抗体検査及び必要時にワクチン接種が強く推奨される感染症は、麻しん、

風しん、流行性耳下腺炎、水痘、B型肝炎、破傷風である。 

〇 麻しん、風しん、流行性耳下腺炎、水痘に関しては、確実な罹患歴か１歳以上で２ 

回の予防接種記録がある場合は抗体検査も不要である。ただし、１歳以上で１回の予  

防接種記録の場合は、抗体価の測定を行うことが強く推奨される。 

 

〇 麻しん、風しん、流行性耳下腺炎、水痘の免疫の未獲得又は免疫情報が不明な者が、

当該感染症が疑われる傷病者に曝露した場合は、保健所等の指示に従って、感染対策

を講じた状態で医療機関等を受診する。受診の結果、場合によっては医師の指示の下
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一定期間の業務休止期間を設けることが必要となることがある。 

 岡部信彦, 荒川創一, 岩田敏, et al.:  一般社団法人日本環境感染学会 医療関

係者のためのワクチンガイドライン 第 2版(第 1版:院内感染対策としてのワクチ

ンガイドライン).  日本環境感染学会誌 29:  np1-S13, 2014 

イ 結核についての定期の検診 

  胸部 X線検査を含む健康診断が年に１回行われ、結核（発病）の評価がなされている

ことが望ましい。 

 ウ 発熱疾患の傷病者について可能な限り救急要請時点で、事前に確認を行うことが望   

ましい項目 

皮疹の有無：麻しん、風しん、水痘、髄膜炎菌感染症 

海外渡航歴：麻しん、風しん、ウイルス性出血熱、鳥インフルエンザ、MERS 

 Siegel JD, Rhinehart E, Jackson M, et al.:  2007 Guideline for Isolation 

Precautions: Preventing Transmission of Infectious Agents in Health Care 

Settings.  Am J Infect Control 35:  S65-164,  2007 

 CDC: Guideline for Isolation Precautions：Preventing Transmission of 

Infectious Agents in Healthcare Settings 2007. 

 

【参考】ワクチン接種の有効性に関する知見 

〇 B型肝炎ワクチン 

免疫獲得者では、22 年以上にわたり急性肝炎や慢性 B 型肝炎の発症予防効果が認

められており、経年による抗体価低下にかかわらず効果が持続するため、追加のワク

チン接種は不要であるとの見解が示されている。 

 CDC.Immunization of health-care wokers:recommendations of the Advisory 

Committee on Immunization practices(ACIP)and the Hospital Infection 

Control Practices Advisory Committee.MMWR 1997;46(No.RR-18) 

 CDC.A comprehensive immunization strategy to eliminate transmission of 

hepatitis B virus infection in the United States.MMWR 2001; 50(No.RR-

16) 

 CDC guidance for evaluating health-care personnel for hepatitis B virus 

protection and for administering postexposure management.MMWR 

2013;62(No.RR-10) 

 Leuridan E,Van Damme P.Hepatitis B and the need for a booster dose.Clin 

Infect Dis 2011;53:68-75 

 European Consensus Group on Hepatitis B Immunity.Are booster 

immunisations needed for lifelong hepatitis B immnunity? Lancet 

2000;355:561-5 
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〇 ミールビック（MRワクチン） 

本剤の臨床試験（治験）では、健康な小児に１回接種し、評価対象 204例中の、接

種前の時点で麻しんウイルス又は風しんウイルスに対する抗体陰性者の抗体陽転率

を評価したところ、抗体陽転率は、麻しん抗体は 100％（中和 抗体価４倍以上）、風

しん抗体は 98.0％であった。 

 

〇 流行性耳下腺炎ワクチン 

ア 発症阻止効果 

本剤を接種した乳幼児 241 例を対象に、流行性耳下腺炎発症阻止効果（接種後 

１～12 年）の調査を実施したところ、接種後に流行性耳下腺炎を発症した症例は

１症例であり、高い発症阻止効果が確認された。 

イ 抗体産生 

本剤を接種前の時点で、流行性耳下腺炎抗体陰性者 56例（１～11歳）に対して

接種し、４～６週後の抗体陽転率と抗体価について調査を実施したところ、56 症

例中 51 症例で流行性耳下腺炎 HI 抗体が陽転し、抗体陽転率は 91.1％、平均抗体

価は 24.0という結果が得られた。 

ウ 無菌性髄膜炎に関して 

流行性耳下腺炎ワクチンの接種後に最も問題となるのは、接種後約３週間前後

の無菌性髄膜炎の発生であるが、ワクチン接種に伴う無菌性髄膜炎の発症は自然

感染時よりはるかにリスクが低い。ただし、発生頻度はゼロではないため、接種後

約３週間前後に高熱が続き嘔吐や頭痛を訴えた場合は、髄膜炎の発症を念頭にお

いた、医療機関の受診が望ましい。 

 https://www.niid.go.jp/niid/ja/iasr-sp/2254-related-articles/related-

articles-402/3793-dj4027.html 

 

〇 水痘ワクチン 

本剤を健康な小児に１回接種した場合、90％以上は抗体陽転するが、長期追跡調査

の結果、被接種者の約 20％は罹患するとの報告がある。ただし、発症した場合でも

多くは軽症（発疹 50個以下）で経過するが、中には自然水痘と同様の症状を示すこ

とがある。 本剤を高齢者に接種した場合、水痘・帯状疱疹ウイルスに対する細胞性

免疫が 50～69歳で約 90％、70歳台で約 85％、上昇したとの報告がある。 
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【参考】業務の休止について 

免疫を獲得していない者が、以下の感染症に罹患又は感染している患者に曝露した

際には、一定期間は業務を休止するよう推奨しているガイドラインもある。 

〇 職員が麻しん・風しん・流行性耳下腺炎・水痘に罹患した際の対応 

麻しん：発疹出現から７日間 

風しん：発疹出現から５日間 

流行性耳下腺炎：発症から９日間 

水痘：全ての水疱が痂皮化するまで 

 

〇 免疫未獲得の者が麻しん・風しん・流行性耳下腺炎・水痘の患者曝露した際の対応 

麻しん：曝露後５日～21日間 

風しん：曝露後７日～21日間 

流行性耳下腺炎：曝露後 12日～26日間 

水痘：曝露後 10日～21日間 

 APIC Implementation Guide:Guide to Infection Prevention in Emergency 

Medical Services  

 

【参考】感染症発生動向等を把握する方法の一例 

国立感染症研究所 感染症疫学センター 感染症発生動向調査週報（IDWR） 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき、規定された疾

患の患者が、全国でどのくらい発生したのかを調査集計している。また、過去のデータ

との比較なども提供している。 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/idwr.html 

 

３．標準予防策 

標準予防策は、「救急（消防）業務において取り扱う全ての傷病者は何らかの感染症に

罹患している」と想定した上で、汗を除く全ての血液・体液、分泌物、排泄物、損傷のあ

る皮膚、粘膜（以下「血液・体液等」という。）といった感染源となり得るものに接する

際の対策で、一律に隊員の感染リスクを減らすために行うものである。 

具体的には、 

・ 適切なタイミングと方法による手指衛生 

・ 適切な個人防護具の選択と着脱 

が含まれる。傷病者に接触する場合は、以下（１）～（２）を常に実施することが強く推

奨される。 

（１）手指衛生 

手指衛生を実施するタイミング 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/idwr.html
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・ 傷病者への接触前後 

・ 手袋の装着前後 

・ 血液・体液等に曝露した可能性のある作業の後 

・ 傷病者周辺の物品に触れた後 

・ 傷病者を医師に引き継いだ後 

・ 車両、資器材を整備した後 

 WHO guidelines on hand hygiene in health care  

 CDC: Hand Hygiene in Healthcare Settings 

手指衛生は標準予防策の中で最も基本的かつ重要であり、一傷病者ごとの手袋交換と

手指衛生の実施を原則とし、一処置ごとの手袋交換と手指衛生をできる限り実施するこ

とが推奨される。 

ア 手指に視認できる汚染がない場合 

① エタノール含有の速乾性手指消毒剤による手指消毒を第一選択とする。 

② エタノール含有の速乾性手指消毒剤を手に取り、手の平・甲、指先・指の間・親指、

手首に消毒剤が乾くまで十分に擦り込む。 

※ 手指に視認できる汚染がない場合でも、エタノール抵抗性があるウイルス（ノロウ

イルス、ロタウイルス等）等に触れた可能性がある（嘔吐、下痢等の対応を行った等）

ときは、汚染があるものとして流水と石けんで手洗いを行う。 

イ 手指に視認できる汚染がある場合（血液・体液等に直接触れた場合など） 

① 流水と石けんを用いて手洗いを行う。 

② 手洗い後の乾燥はペーパータオルを用い、共有のタオル等は使用しない。 

③ 手洗い後、手が乾燥した状態で、エタノール含有の速乾性手指消毒剤を手に取り、

手の平・甲、指先・指の間・親指、手首に消毒剤が乾くまで十分に擦り込む。 
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（２）個人防護具（PPE：Personal Protective Equipment）の選択と着脱 

PPEは、標準予防策の実施及び感染経路別対策の実施のために使用する。リスクを見

極めて何を使用するのかを判断し、適切な資器材を選択する。誤った PPEの取扱いは、

期待される効果が十分に得られないだけでなく、汚染を拡大する可能性があるため、正

しい取扱い方法を習得する必要がある。 

 

（２）－１ PPE 使用時の一般的な注意事項 

ア PPEは、血液・体液等の感染性のある体液や、それらに汚染された物品や環境に触

れる前又はその状況が予測される時に使用する。 

イ 曝露のリスクを見極め、適切な資器材を選択する。 

ウ 手指衛生後に PPEを着用する。 

エ 使用する分ずつ、箱又は袋から取り出す。 

オ 原則として傷病者ごとに交換する。 

カ 使用した PPEは、感染性廃棄物専用箱に廃棄する。 

キ PPEを外した後にも、手指衛生を実施する。 

 

（２）－２ 手袋の着脱及び交換 

手袋を着脱、交換するタイミングの原則 

・ 着用：活動開始時、車内にて着用 

・ 交換：血液・体液等で汚染した又は血液・体液等に触れる可能性のある処置を行

った後 

 WHO guidelines on hand hygiene in health care  

 CDC:Guideline for Isolation Precautions：Preventing Transmission of 

Infectious Agents in Healthcare Settings 2007. 

手袋の着脱、交換の際には、以下の点に注意する。 

ア 自分の手にフィットするものを使用する。 

イ 手袋を外すときは、汚染の可能性がある外側に触れないように手袋の内側を外に

出す。 

ウ 汚染された手袋をしたまま、ドアノブ等には触れない。触れた場合は、搬送終了後、

後述する方法に則して清拭する（P.14参照）。 

エ 使用後の手袋は、感染性廃棄物専用箱に廃棄する。 

オ 汚染された手袋で複数の傷病者の処置はしない。その都度、手袋を交換し、交換の

際にはエタノール含有の擦式手指消毒剤による手指消毒を行う。 
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 ※オレンジハザードとは、感染性廃棄物専用箱のことをいう。 

（※） 
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（２）－３ マスクの着用 

救急現場では傷病者からの感染防止等を目的にマスクを着用する。 

ア 救急現場においては、サージカルマスクを着用する。 

イ 空気感染を起こす疾患に罹患していることが疑われる傷病者に対応する際には、

フィルター性のある N95マスクを着用する。N95マスクの使用に際しては定期的なシ

ールチェックが必要である。 

ウ 同じマスクを長時間使用すると湿気を含みフィルター性を損なうので、１回使い

捨てにする。ただし、N95マスクについては水に濡れたり、血液・体液等により汚染

されたりしなければ、シールチェックが合格する限り再使用が可能である。 

エ 呼吸器感染症が疑われる傷病者にも可能な限りサージカルマスクを着用させる。 

 Otter JA, Donskey C, Yezli S, et al.:  Transmission of SARS and MERS 

coronaviruses and influenza virus in healthcare settings: the possible 

role of dry surface contamination.  J Hosp Infect 92:  235-250,  2016 

 職業感染制御研究会「個人防護具（PPE）とは」 

 Siegel JD, Rhinehart E, Jackson M, et al.:  2007 Guideline for Isolation 

Precautions: Preventing Transmission of Infectious Agents in Health Care 

Settings.  Am J Infect Control 35:  S65-164,  2007 

 Labor USDo: RESPIRATOR FIT TESTING 

https://www.osha.gov/video/respiratory_protection/fittesting_transcript

.html 
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（２）－４ 感染防止衣 、アームカバー、シューズカバー、ゴーグルの着用 

ア 救急活動時は感染防止衣を着用する。  

イ 血液・体液等が飛散している又は飛散の可能性がある現場では、感染防止衣と併せ

て、アームカバー、シューズカバー及びゴーグルを着用する。 

 

＜着用例＞ 

 

         感染防止衣（複数回使用） 

 

 

 

 

 

                         感染防止衣（単回使用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 【新潟市消防局提供】 

４．感染経路別予防策  

（１）空気感染防止対策  

   空気媒介飛沫核（５マイクロメートル以下の飛沫核）によって伝播される微生物に感

染している又は感染の可能性がある傷病者に対して適応される。飛沫核は長時間空中

を浮遊し、空気の流れによって拡散される。 

   具体的な感染源としては、結核、麻しん、水痘が該当する。 

ア 結核、麻しん、水痘の可能性のある傷病者に対応する場合は、N95マスクを着用する。 

イ 傷病者には、装着可能であれば、サージカルマスクを着用させ、飛沫の拡散又は飛沫

核の発生を防止する。 

ウ 搬送中は、換気扇を回す又は窓を開け換気を行う。 

エ 搬送後は、救急車内の空気の入れ替えを行う。 

※ 傷病者の健常な皮膚に触れるだけのもの、室内の床、壁面等については通常の洗浄、

清拭のみで問題はない。 

option 

・アームカバー 

option 

・シューズカバー 

option 

・ゴーグル 
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（２）飛沫感染防止対策  

   飛沫（５マイクロメートル以上の飛沫粒子）によって伝播される微生物に感染してい

る又は感染の可能性がある傷病者に対して適応される。飛沫は、咳、くしゃみ、会話時

等によって生じる。空中を浮遊することはなく、約１メートル以内の範囲で床に落下す

る。 

ア 百日咳、マイコプラズマ肺炎、インフルエンザ、風しん、流行性耳下腺炎等の可能性

のある傷病者に対応する場合は、サージカルマスクを着用する。 

イ 傷病者には、装着可能であれば、サージカルマスクを着用させ、飛沫の拡散を防止す

る。 

 

（３）接触感染防止対策  

 傷病者本人や血液・体液等との直接接触又は傷病者に使用している物品との間接接

触によって伝播しうる微生物に感染している又は感染の可能性がある傷病者に対して

適応される。 

ア 手袋及びサージカルマスク、感染防止衣を着用する。血液・体液等が飛散している又

は飛散の可能性のある現場では、感染防止衣と併せて、アームカバー、シューズカバー

及びゴーグルを着用する。 

イ 傷病者を医療機関に引継いだ後、自分自身や周囲を汚染しないように注意しながら

個人防護具を外し、手指衛生を行う。 

ウ 傷病者に使用した医療資器材、リネン等は、洗浄、消毒、滅菌又は感染性廃棄物専用

箱に廃棄する。 

 

５．リネン、救急車両、資器材等の取扱い 

（１）洗浄、消毒、滅菌の違い 

用 語 定 義 

洗浄 対象物からあらゆる異物（汚物、有機物等）を除去すること 

消毒 細菌芽胞を除く全ての又は多数の病原体を殺滅除去すること 

滅菌 細菌芽胞を含む全ての微生物を殺滅除去すること 

 

 APIC guideline for selection and use of disinfection 

 

（２）リネンの取扱い 

リネン類は通常は健常な皮膚が触れるものであり、感染リスクは低い。視認できる汚

染がなければ、特段神経質に扱う必要はない。取扱いについては次のとおりとする。 

なお、以下でいう感染性リネンとは、 

・ 血液・体液等で肉眼的に汚染されている又は湿っていると判断される全てのリネン 
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・ 疥癬等の害虫に汚染された又は汚染の可能性のあるリネン 

 である。 

ア 感染性リネンを取り扱うときは、手袋や感染防止衣を着用し、ビニール袋に封じ込め、

感染性リネンであることを明記する。現場での薬剤による消毒は行わない。 

イ 感染性リネンについては、適切に取り扱うことのできる業者へクリーニングに出す。

クリーニング業者に出さない場合は、80℃の熱水消毒を 10分間行う。熱水消毒の設備

がない場合は通常の洗濯を行った後に 0.02％次亜塩素酸ナトリウム溶液中に 10 分間

浸漬する。ただし、脱色することもある。 

ウ 非感染性リネンであれば、通常の洗濯を行う。 

エ 汚染が著しい場合やクリーニングができない状態の場合は、感染性廃棄物専用箱に

廃棄する。 

 

（３）救急車両の取扱い 

車内清掃時の標準予防策として、原則、手袋、マスクを着用した上で清掃する。ただ

し、体液汚染が想定される場合は、感染防止衣の着用も行うことが望ましい。また、汚

染が拡がらないように清潔部位から汚染部位へ一方行に拭き取る（往復して拭くと汚

染が拡がるため）。 

 

（３）－１ 車内清掃の方法 

ア 壁面の清掃  

血液・体液等で汚染された場合以外は感染リスクの低い場所であり、消毒の必要は

ない。救急車の清拭用の布等で水拭きする。ただし、血液・体液等で汚染されている

場合は、汚染物を水拭き等で除去した後に、0.1％次亜塩素酸ナトリウム溶液で当該

部位を消毒し、水拭き又は消毒用エタノールで拭いた後、乾燥させる。 

イ 床面の清掃 

① 床は有機物（血液、排泄物等）で汚染されている可能性が高いため、洗剤を用い 

た清掃を行い、乾燥させる。 

② 血液・体液等による汚染がある場合は、乾燥すると浮遊するため、ペーパータオ

ル等で被せるように拭き取る。汚染物を除去した後に、0.1％次亜塩素酸ナトリウ

ム溶液で当該部位を消毒し、水拭き又は消毒用エタノールで拭いた後、乾燥させる。 

③ 使用したモップ、救急車の掃除用の雑巾は汚れを十分に落とし乾燥させてから

再使用する。ただし、使い捨てのクロスの使用がより望ましい。（汚れを取るモッ

プ、仕上げに拭くモップの２本を使用すると、より有効に清掃できる。） 

 

（３）－２ ドアノブ、ハンドル、無線機、資器材（モニター）等の清掃 

ア 血液・体液等で汚染された場合は、ペーパータオル等で拭き取り、その後 0.1％次
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亜塩素酸ナトリウム溶液で消毒し、水拭き又は消毒用エタノールで拭いた後、乾燥さ

せる。 

イ モニター等の電子医療器機については、環境清拭用クロスで清拭を行うことが望

ましい。血液等の付着がある場合は、エタノール含有のクロスで清拭後、環境清拭用

クロスで清拭を行うことが望ましい。  

 

（４）器具の洗浄、消毒、滅菌の方法 

資器材の洗浄、消毒、滅菌は以下のように分けて行う。なお、洗浄、消毒を行う時は

ゴーグル、手袋、マスク、感染防止衣を着用し、消毒剤は適切な濃度及び時間で用途に

適したものを使用する。 

ア 健康な皮膚に直接触れる器具は、洗浄し乾燥させる。 

イ 粘膜に触れる器具は、洗浄・消毒し乾燥させる。 

ウ 通常無菌組織に使用する器具は洗浄し滅菌する。 

 国公立大学附属病院感染対策協議会 「病院感染対策ガイドライン（改訂第５版）

平成 29年 12月発行 

 CDC:Guideline for Disinfection and Sterilization in Healthcare Facilities  

なお、厚生労働省から「感染症法に基づく消毒・滅菌の手引きについて（平成 30年

12月 27日付け健感発 1227第１号）」（参考１）が示されており、参考とされたい。 

 

（４）－１ 資器材別の洗浄・消毒・滅菌 

ア 洗浄と滅菌が必要なもの（血管内や無菌の体内に入るもの） 

滅菌の必要があるものは食道閉鎖式エアウェイであり、その他にも製品メーカー

の使用取扱説明書により滅菌が推奨されている場合には、その指示に従う。 

イ 洗浄と消毒が必要なもの（血液・体液等に接触するもの） 

喉頭鏡ブレード、経口・経鼻エアウェイ、酸素吸入用フェイスマスク 、人工呼吸

器回路、バック・バルブ・マスク、マギール鉗子等は洗浄と消毒を実施する。ただ

し、可能な限りディスポーザブルの製品を使用することが望ましい。 

ウ 洗浄だけでよいもの（健常な皮膚に触れるもの） 

血圧計のカフ・チューブ、パルスオキシメータプローブ、聴診器、心電図ケーブ

ル、体温計、人工呼吸器の外面、ストレッチャー、布担架、バックボード、スクー

プストレッチャー固定器具等は、洗浄、水拭き又は消毒用エタノールによる清拭を

行う。ただし、目に見えて汚染された場合は洗浄と消毒を実施する。 

 

（４）－２ 洗浄の方法 

有機物が付着した状態や不十分な洗浄後に消毒や滅菌を行っても、十分な効果は得

られない。必ず消毒や滅菌の前に十分な洗浄を行う必要がある。 



16 

 

ア シンクにおいて、蛇口から水を流した状態にし、ブラシ等を用いて流水で血液・体

液等を可能な限り除去する。 

イ 血液・体液等が作業服に飛び散るのを防ぐため、ゴム手袋（家庭用でもよい）、感

染防止衣又はビニールエプロン、サージカルマスク、ゴーグルを着用する。 

 

（４）－３ 消毒の方法 

ア 消毒剤の混合は消毒剤の効果を低下させるので行ってはならない。 

イ 消毒の効果が減弱するため、血液・体液等の有機物が付着したままで消毒はしない。 

ウ 消毒剤の定められた用法、用量を守り正しく使用する。 

エ 消毒剤の噴霧は効果が不十分であるのみならず、吸入毒性があるため絶対に行わ

ない 。 

 小林寛伊編：新版 増補版 消毒と滅菌のガイドライン，へるす出版，2015 年． 

P122-123  

 国公立大学附属病院感染対策協議会 「病院感染対策ガイドライン（改訂第５

版）」平成 29年 12月発行 

 CDC:Guideline for Disinfection and Sterilization in Healthcare 

Facilities 

例：次亜塩素酸ナトリウムを使用する場合 

① 洗浄後、0.02％次亜塩素酸ナトリウム液に 10分間浸漬後、流水ですすぎ、消毒

用エタノールで清拭し乾燥させる。ただし、金属部分がある資器材については

0.1％グルコン酸クロルヘキジンによる浸漬を実施する。 

② 洗浄できない場合は、汚染物を除去後、0.02％次亜塩素酸ナトリウム液で拭く。

ただし、明らかな血液・体液汚染がある場合は、0.1％次亜塩素酸ナトリウム溶液

で消毒後、水拭き又は消毒用エタノールで拭いた後、乾燥させる。 

 

【参考】消毒剤ごとの留意事項  

ア 消毒用エタノール 

（特性） 

・ 毒性は低く、微生物のたんぱく質を変性凝固させることにより殺菌する。多くの

細菌、ウイルスに効果があるが、芽胞には作用しない。 

（注意点） 

・ 大量使用時のエタノール蒸気への曝露による、眼や呼吸器の粘膜への刺激や、エ

タノールの引火性に注意する。 

・ 洗浄せずにエタノールを使用すると、たんぱく質が凝固し、汚れが落ちにくくな

るため、必ず洗浄や湿式清拭後に使用する。 

・ プラスチック類やレンズ接着面に用いる材質の劣化を生じることがある。 
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イ 次亜塩素酸ナトリウム 

（特性） 

・ 強い殺菌性を有する塩素系の薬剤で、ウイルスに対しても効果があり、ウイルス

汚染消毒に適している。 

（注意点） 

・ 塩素特有の刺激臭と、蒸気（塩素ガス）は眼や呼吸器系の粘膜を刺激するため一

度に大量使用はしない。また、金属腐食性が強く、金属部の使用には適さない。 

・ 直射日光で急速に分解されるため、蓋付きの遮光容器等で作成し、作り置きをし

ない。また、浸漬時にも遮光する。 

・ 必ず希釈して使用する。環境清拭と浸漬は 0.02％。血液・体液等の処理の場合

は 0.1％で使用する。0.1％で使用する際は、必ず同時に換気を行う。 

・ たんぱく質により失活するため、必ず洗浄や湿式清拭後に使用する。 

 

ウ グルコン酸クロルヘキシジン 

（特性） 

・ 無臭で毒性が低く、低濃度で広範囲な病原微生物に効果があるが、芽胞やウイル

スに対しては効果が低い。 

（注意点） 

・ 0.1～0.5％溶液で 30分～60分間浸漬させる。 

・ 細菌汚染を受けやすいため長時間にわたる分割使用や、継ぎ足しをしない。 

 

エ 塩酸アルキルポリアミノエチルグリシン 

（特性） 

・ 菌体たんぱく質をアルキル化することによって効力を発現する。抗菌スペクトル

が広く、有機物による効力低下も少ないため、血液等により高度に汚染された器具

の消毒に適しているが、原液では皮膚刺激性が強いため、皮膚に直接触れないよう

にする。また、刺激臭があるため、吸入しないようにマスクの着用が必要である。 

（注意点） 

・ 0.2％溶液に 10～15分間浸漬する。 

 

【参考】滅菌の方法及び取扱い上の留意事項  

ア 高圧蒸気滅菌器（オートクレーブ）による滅菌 

高温の飽和水蒸気と被滅菌物が接触することによる物理的滅菌であり、残留毒性

も無い。 

・ 使用する機種の取扱説明書を熟読し、それに従って滅菌する。 

・ 滅菌器は、常に水平を保つように設置する。 
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・ 使用する前には、必ず水位を確認する。 

・ 資器材は事前に洗浄し乾燥した後、滅菌処理を行う。 

・ LT、LTSの滅菌に際しては、カフに損傷を与えないようにカフ圧、パックとの癒

着及び過剰な温度設定に注意する。 

・ 耐熱、耐水性がないものは適応外である。 

 

イ 酸化エチレンガス滅菌 

酸化エチレンガスにより、微生物を構成するたんぱく質のアルキル化を起こして

死滅させる化学的滅菌である。耐熱性の無い医療器具の滅菌に適している。ただし、

最近は環境汚染等の問題から使用を避ける傾向も見られる。 

 

（５）感染性廃棄物の処理 

血液・体液等が付着したガーゼ、手袋、感染防止衣等の感染性廃棄物は一般ゴミとは

区別し、感染性廃棄物専用箱に廃棄する。   

感染性廃棄物専用箱を、回収業者に出す際には、完全に密閉状態にし、産業廃棄物管

理票（マニフェスト）に必要事項を記載する。記載したマニフェストは適切に保管する。 

※ 廃棄物の分別は、大きく以下の４項目を指標に行う。 

・ シャープコンテナ-----留置針等の鋭利な器材 

・ 感染性廃棄物---------血液・体液汚染があるもの 

・ 産業廃棄物-----------プラスチック製品、アンプル等 

・ 一般ごみ-------------その他 

 

６．血液・体液等への曝露事故発生時の対応について 

（１）ポイント 

ア 血液・体液等による、下記の曝露があった場合は、感染の可能性があると考えて対応

する。 

・ 針刺し事故 

・ 鋭利物による受傷 

・ 粘膜（眼球、鼻腔、口腔）及び損傷している皮膚への曝露 

イ 直ちに曝露部位を流水（無い場合はペットボトルの水でも可）で洗浄する。 

ウ できるだけ早期に、対応可能な医療機関での検査及び（必要時には）治療を受けるこ

とが必要である。適切な予防内服や投薬により、曝露事故後のヒト免疫不全ウイルス

（HIV）や B型肝炎ウイルス（HBV）による感染リスクを大きく低下させることができる

（HBVに対しては 48時間以内、HIVに関しては 72時間以内の対応が望ましいとされて

いるが、いずれも可能な限り早期の対応が望まれる。）。 

 N Engl J Med. 1997;337(21):1485.  
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 Infect Control Hosp Epidemiol. 2013;34(9):875. 

 https://www.cdc.gov/mmwr/preview/mmwrhtml/rr6210a1.htm 

 http://jrgoicp.umin.ac.jp/index_infection_3.html 

エ 事故職員のプライバシーに配慮する。 

 

（２）針刺し防止対策 

ア リキャップしない。 

イ 同時操作は回避する（針を持ったままの状態で他の動作を行わない。）。 

ウ 使用者廃棄の原則を徹底する（使用後の針は、使用者が廃棄する。）。 

エ 静脈路確保時にはディスポーザブル手袋を必ず装着する。 

オ 針等の鋭利な器具を使用する際は、必ず針捨て用ボックスを携帯する。 

 

（３）血液・体液等への曝露事故発生直後の対応  

ア 直ちに曝露部位を流水（無い場合はペットボトルの水でも可）で洗浄する。 

イ 曝露部位から血液を絞り出す必要はない。 

 

（４）血液・体液等への曝露事故後の搬送先医療機関における対応 

ア 搬送先医療機関を受診し、担当医師に発生した状況について詳細に説明する。 

イ 受診後の投薬等の対応については、搬送先の担当医師の指示に従う。必要時には傷病

者への医師の説明に救急隊長等は同席する。 

ウ 救急隊長は所属消防本部へ報告し、状況によっては、交替要員等の手配を依頼する。 

※ 事案の公務災害対応については、本部の規定に従う。 

※ 搬送先医療機関で、対応できない場合などの事態に備え、事前に各地域において、24

時間対応が可能な医療機関の選定について協議しておくことが望ましい。 

 

７．感染症患者への対応 

（１）感染症患者の移送 

ア 以下に述べる感染症患者等の移送については、「感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律」（平成十年法律第百十四号）の定める、所定の手続に従い、感

染症指定医療機関に入院する場合等に、都道府県知事が行う。 

・ 一類感染症患者（一類感染症の疑似症患者及び無症状病原体保有者を含む。） 

・ 二類感染症患者（二類感染症のうち「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律施行令」（平成十年政令第四百二十号）（以下「政令」という。）で定め

るものの疑似症患者を含む。） 

・ 新型インフルエンザ等感染症患者（新型インフルエンザ等感染症の疑似症患者及び

無症状病原体保有者を含む。） 
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・ 指定感染症患者（当該感染症の疑似症患者及び無症状病原体保有者への対応につい

ては政令により規定される。） 

・ 新感染症の所見がある者 

 

【参考】「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」が定める感染症の分類 

・ 「一類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、マールブ

ルグ病、ラッサ熱 

・ 「二類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

急性灰白髄炎、結核、ジフテリア、重症急性呼吸器症候群（SARS）（病原体がベー

タコロナウイルス属 SARS コロナウイルスであるものに限る。）、中東呼吸器症候群

（MERS）（病原体がベータコロナウイルス属 MERSコロナウイルスであるものに限る。）、

鳥インフルエンザ（病原体がインフルエンザウイルス A 属インフルエンザ A ウイル

スであってその血清亜型が新型インフルエンザ等感染症の病原体に変異するおそれ

が高いものの血清亜型として政令で定めるものであるものに限る。） 

・ 「新型インフルエンザ等感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

① 新型インフルエンザ（新たに人から人に伝染する能力を有することとなったウ

イルスを病原体とするインフルエンザであって、一般に国民が当該感染症に対す

る免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により

国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。） 

② 再興型インフルエンザ（かつて世界的規模で流行したインフルエンザであって

その後流行することなく長期間が経過しているものとして厚生労働大臣が定める

ものが再興したものであって、一般に現在の国民の大部分が当該感染症に対する

免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急速なまん延により国

民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。） 

・ 「指定感染症」とは、既に知られている感染性の疾病（一類感染症、二類感染症、

三類感染症及び新型インフルエンザ等感染症を除く。）であって、「感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律」の第三章から第七章までの規定の全部又

は一部を準用しなければ、当該疾病のまん延により国民の生命及び健康に重大な影

響を与えるおそれがあるものとして政令で定めるものをいう。 

・ 「新感染症」とは、人から人に伝染すると認められる疾病であって、既に知られて

いる感染性の疾病とその病状又は治療の結果が明らかに異なるもので、当該疾病に

かかった場合の病状の程度が重篤であり、かつ、当該疾病のまん延により国民の生命

及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるものをいう。 

 

イ 上記以外は、原則的に救急搬送の対象となる。その場合は、通常の感染経路別対応を
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行う。 

ウ 「エボラ出血熱患者の移送に係る保健所等に対する消防機関の協力について」（平成

26 年 11 月 28 日付け消防救発第 198 号）等に基づき、保健所又は都道府県衛生主管部

局と各消防本部が協定等を締結している場合は、当該協定に基づき対応する。患者移送

を行う場合は、「感染症の患者の移送の手引きについて」（平成 16 年３月 31 日付け健

感発第 0331001号）（参考２）等を参照の上対応する。 

エ 結核患者については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等

の一部を改正する法律の施行に伴う取扱いについて」（平成 19 年３月 29日付け消防救

発第 44号）に記載のとおり、消防法上の救急業務に該当すると判断される場合は消防

機関により対応する。 

 

（２）都道府県知事が移送を行う感染症患者等を疑うことなく搬送し搬送後に判明した場合 

 傷病者を医療機関に搬送し、その後、保健所等から当該傷病者が、都道府県知事が移

送を行う感染症患者等であるとの連絡を消防本部が受けた場合、直ちに当該救急車の

運用を停止し、搬送に従事した救急隊員等の対応や搬送に使用した車両及び資器材の

消毒等について、保健所の指示に従う。 

 



 

消防機関における望ましい感染防止管理体制 

救急業務に携わる職員に対する、感染防止の観点からの安全確保を目的とし

て、各本部において感染防止対策の総括的な管理者の役割を担う者と、より現

場に密接した各署・各分署における感染防止対策の管理者の役割を担う者を軸

とした感染防止管理体制の構築が重要である。 

また、感染防止管理については、対策の継続的な周知と最新の知見の獲得が

が重要なため、少なくとも年１回は感染防止対策に関する研修を実施すること

が望ましい。 

公益社団法人日本看護協会認定看護師規程や国公立大学附属病院感染対策

協議会「病院感染対策ガイドライン 2018年版」を参考として、具体的な役割

を以下のとおり例示する。 

 

（１）消防本部における総括感染管理者の設置 

総括感染管理者は当該消防本部全体の救急隊等の感染防止の総括的な管

理者として、体制の構築・維持、職員の知識等の向上の役割を担い、その具

体的な活動としては以下のようなものが考えられる。 

ア 感染防止対策マニュアルの整備 

必要に応じて感染管理者等やアドバイザー（医師・看護師等）の意見も 

参考に感染防止対策マニュアルの作成、改訂を行う。 

イ 感染防止対策に関する研修の実施 

各本部の感染防止対策に関する研修について、少なくとも年１回は研 

修を企画・実施する。また、研修では、少なくとも以下に挙げる項目を扱 

うことが望ましい。 

・標準予防策、感染経路別予防策 

・リネン、救急車両の取扱い 

・感染性廃棄物の処理 

・再利用器具の洗浄、消毒、滅菌の方法 

・血液・体液等への曝露事故発生時の対応 

 ・ワクチン管理の重要性 

ウ 職員の職業感染防止対策 

職員の抗体検査（麻しん・風しん・水痘・流行性耳下腺炎・Ｂ型肝炎・ 

破傷風等）を推進し、抗体値を職員自らが把握するよう努める。また、ワ 

クチン接種を推進し、職業感染防止対策の一層の充実を図る。 

 

（２）消防本部の各署・各分署単位での感染管理者の設置 

感染管理者は、当該消防署・分署全体の救急隊等の感染防止の管理者とし 



 

て、感染防止対策の周知・徹底及び監督の役割を担い、その具体的な活動と

しては以下のようなものが考えられる。 

ア 感染防止対策マニュアル等の周知 

感染防止対策マニュアルや感染防止対策に関する研修について周知し、 

感染防止対策について率先して実施する。 

イ 感染防止対策の指導・相談 

感染防止対策の実施について指導を行い、又は相談を受け、必要に応じ 

て指導・相談内容を総括感染管理者へ報告する。 

ウ 救急用資器材等の使用・消毒等の管理の徹底 

リネン、救急車両、資器材等の使用・消毒等について、適切な管理の徹 

底を図る。 

 

２ 消防機関における感染防止管理に係る医学的な質の保証 

感染防止対策については、医学的な質の保証や最新の知見に基づいた定期 

的なアップデートが求められるため、医療関係者との協力体制を構築するこ 

とが重要であると考えられる。 

具体的には、消防機関と平時から連携がとれていることや、全国的な体制 

整備が行われていることなどの観点から、都道府県又は地域メディカルコン

トロール体制の中で、消防機関の救急業務に関しての感染防止についての医

学的な質を保証することが、ひとつの方法である。ただし、当該メディカル

コントロール体制における中核的医療機関等が感染防止対策について、十分

な医学的専門性を持っていない可能性があるとの指摘もあることから、地域

の保健所等と連携することも考えられる。 

メディカルコントロール体制によって、消防機関における救急業務に関し

ての感染防止管理体制の、医学的な質の保証を行う際の例としては、以下の

ようなものが考えられる。 

① 消防本部と連携を図る都道府県又は地域メディカルコントロール協議会 

等は、医学的な質の保証のため、適切なアドバイザー（医師、看護師等） 

を推薦する。 

② 推薦を受けたアドバイザーは、平時から消防本部における感染防止対策 

に関する以下の事項について助言等を行う。 

・感染防止対策マニュアルの策定・改訂に関すること 

・定期的な研修会の実施に関すること 

・感染症発生時の対応に関すること 

・血液・体液等への曝露事故発生時の対応に関すること 

③ 消防本部と連携を図る都道府県又は地域メディカルコントロール協議会 

等は、当該消防本部やアドバイザーからの要請等を受け、必要時には、 

曝露事故時等の適切な事後検証や感染症流行期の感染防止対策等の協議 

を行う。 
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第 2版改訂にあたって

日本環境感染学会では、医療機関における院内感染対策の一環として行う医療関

係者への予防接種について「院内感染対策としてのワクチンガイドライン（以下、

ガイドライン第 1版）」を作成し 2009年 5月に公表した。

その後医療機関内での感染症予防の手段としての予防接種の重要性に関する認識

は高まり、医療関係者を対象としてワクチン接種を行う、あるいはワクチン接種を

求める医療機関は増加しており、結果としてワクチンが実施されている疾患の医療

機関におけるアウトブレイクは著しく減少している。それに伴いガイドライン第 1

版の利用度はかなり高まっており、大変ありがたいことだと考えている。一方、そ

の内容については、必ずしも現場の実情にそぐわないというご意見、あるいは実施

に当たって誤解が生じやすい部分があるなどのご意見も頂いている。そこで、ガイ

ドライン発行から 4年近くを経ていることもあり、また我が国では予防接種を取り

巻く環境に大きな変化があり予防接種法も 2013年 4月に改正されるなどしている

ところから、日本環境感染学会ではガイドライン改訂委員会を再構成し、改訂作業

に取り組んだ。

医療関係者は自分自身が感染症から身を守るとともに、自分自身が院内感染の運

び屋になってしまってはいけないので、一般の人々よりもさらに感染症予防に積極

的である必要があり、また感染症による欠勤等による医療機関の機能低下も防ぐ必

要がある。しかし予防接種の実際にあたっては現場での戸惑いは多いところから、

医療機関において院内感染対策の一環として行う医療関係者への予防接種について

のガイドラインを日本環境感染学会として策定したものである。この大きな目的は

今回の改訂にあたっても変化はないが、医療機関における予防接種のガイドライン

は、個人個人への厳格な予防 (individualprotection)を目的として定めたもので

はなく、医療機関という集団での免疫度を高める (massprotection) ことが基本的

な概念であることを、改訂にあたって再確認をした。すなわち、ごく少数に起こり

得る個々の課題までもの解決を求めたものではなく、その場合は個別の対応になる

という考え方である。また、ガイドラインとは唯一絶対の方法を示したものではな

く、あくまで標準的な方法を提示するものであり、出来るだけ本ガイドラインに沿

って実施されることが望まれるものであるが、それぞれの考え方による別の方法を

排除するものでは当然ないことも再確認した。

その他にも、基本的には以下のような考え方は重要であることが再確認された。
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・対象となる医療関係者とは、ガイドラインでは、事務職・医療職・学生・ボラン

ティア・委託業者（清掃員その他）を含めて受診患者と接触する可能性のある常

勤・非常勤・派遣・アルバイト・実習生・指導教官等のすべてを含む。

・医療関係者への予防接種は、自らの感染予防と他者ことに受診者や入院者への感

染源とならないためのものであり、積極的に行うべきものではあるが、強制力を伴

うようなものであってはならない。あくまでそれぞれの医療関係者がその必要性と

重要性を理解した上での任意の接種である。

・有害事象に対して特に注意を払う必要がある。不測の事態を出来るだけ避けるた

めには、既往歴、現病歴、家族歴などを含む問診の充実および接種前の健康状態確

認のための診察、そして接種後の健康状態への注意が必要である。また予防接種を

行うところでは、最低限の救急医療物品をそなえておく必要がある。なお万が一の

重症副反応が発生した際には、定期接種ではないため国による救済の対象にはなら

ないが、予防接種後副反応報告の厚生労働省への提出と、一般の医薬品による副作

用発生時と同様、独立行政法人医薬品医療機器総合機構における審査制度に基づい

た健康被害救済が適応される。

＊定期接種、任意接種にかかわらず、副反応と思われる重大な事象（ワクチンと

の因果関係が必ずしも明確でない場合、いわゆる有害事象を含む）に遭遇した場合

の届け出方法等：http://www.mhlw.go.jp/topics/bcg/tp250330-l.html 

・費用負担に関しては、このガイドラインに明記すべき性格のものではなく、個々

の医療機関の判断に任されるものではある。

•新規採用などにあたっては、すでに予防接種を済ませてから就業させるようにす

べきである。学生・実習生等の受入に当たっては、予め免疫を獲得しておくよう勧

奨すべきである。また業務委託の業者に対しては、ことに B型肝炎などについては

業務に当たる従事者に対してワクチン接種をするよう契約書類の中で明記するなど

して、接種の徹底をはかることが望まれる。

改訂は主に以下のような点を修正あるいは追記した

B型肝炎ワクチン：ワクチンの効果については、抗体を獲得した場合、以後 HBV

陽性血に曝露されても顕性の急性 B型肝炎の発症はないという報告、免疫獲得者で

は長期間にわたって発症予防効果が認められているという報告、経年による抗体価

低下にかかわらずこの効果は持続するため欧米では追加のワクチン接種は不要であ

るとの勧告のあること、などを明記した。また免疫獲得者に対する経時的な抗体価

測定や、抗体価低下に伴うワクチンの追加接種は必要ではないことを明記した。 2

シリーズでも抗体陽性化が見られなかった場合は「ワクチン不応者」として血液曝
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露に際しては厳重な対応と経過観察を行うが、このような者が HBV陽性血への曝

露があった場合、抗 HBs人免疫グロブリンを、直後と 1ヵ月後の 2回接種を推奨

しているという米国 CDCのガイドラインを紹介した。

麻疹・風疹・流行性耳下腺炎・水痘ワクチン：ガイドライン第 1版をもとに、全国

の医療機関で、麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水痘の対策が進んでいるが、しかし

説明が不十分であったことから、抗体価の基準を満たすまで接種を受け続けなけれ

ばならないという誤解が生じたこと、最近 3年間に抗体測定をしたことがあります

か？という質問からチャートを始めたことから、 3年毎に抗体測定をするという誤解

に繋がったことが反省点としてあげられた。第 2版ではこれらの誤解を解消するべ

く、文献の引用を多くし、またフローチャート・抗体価の読み方の表の改訂を行っ

た。麻疹・風疹・流行性耳下腺炎・水痘については、ワクチンにより免疫を獲得す

る場合の接種回数は 1歳以上で「2回」を原則とすることを改めて強調し、フロー

チャートでは、そのスタートを「1歳以上で 2回の予防接種記録がある。→ はい

または いいえ」からとしている。

抗体価の読み方については、一定の基準を示しているが、当該疾患に未罹患で、

ワクチンにより免疫を獲得する場合の接種回数は、それぞれ 1歳以上で 2回を原則

とするのであって、成人では小児より抗体陽転率が低いという報告もあり表に示し

た基準を満たすまで接種をし続けるという意味ではないことを改めて強調した。

インフルエンザワクチン：対象は、全医療関係者であり、妊婦または妊娠している

可能性のある女性も含まれることになるので、その安全性と、注意すべき点を文献

などを引用してまとめた。インフルエンザヘの曝露機会の多い医療関係者の場合は、

妊婦又は妊娠している可能性のある女性であっても、ワクチン接種によって得られ

る利益が不明の危険性を上回ると考えられるため、インフルエンザワクチンの接種

が勧奨されるが、妊娠 14週までの妊娠初期に関しては、元々自然流産が起こりや

すい時期でもあり、接種する場合はこの点に関する被接種者の十分な認識を得た上

で行うことを再度明記した。

また、参考として「医療関連施設内におけるインフルエンザ曝露後の対応」につ

いて、日本感染症学会の提言を引用した。

第 1版のワクチンガイドラインの名称は「院内感染対策としてのワクチンガイド

ライン」であるが、第 2版においてはその対象は医療関係者であることをより明ら

かにするため「医療関係者のためのワクチンガイドライン」という名称に変更した。
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なお、本文では「予防接種」「ワクチン」の二つの語が混在しているが、予防接種

とはあらかじめヒト（あるいは動物等）に免疫 (immune)をつけ感染症から防ぐ

行為を言い、その時に用いるいわばツールが「ワクチン (vaccine)」という医薬品

であり、「ワクチンで予防接種を行う」ということである。それに沿った形で本文で

は使い分けてはいるが、実際には「ワクチンを受ける」「予防接種を受ける」は同じ

ように使われ、必ずしも明快に切り分けられているわけではない。

第 1版の「はじめに」では、「今回の本ガイドラインは、対象ワクチンは限られ

たものであり、接種対象も医療関係者ということにしているが、将来的には接種対

象者あるいはワクチンの幅を拡げ、さらにはワクチンで予防できる疾患の院内発生

時の対策ガイドラインまですすめたいと考えている。」としてあるが、今回は対象ワ

クチンの拡大、院内発生時のガイドラインの段階までは至らず、将来の課題とした

が、改訂を行った第 2版が多くの医療機関で有効に活用され、医療関係者が B型肝

炎、麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水痘、インフルエンザなどを発症しないような

体制がさらに構築されることを願っている。

会員各位のご批判、コメントなどを頂き、さらに充実したものとするために今後

も適時改訂をすすめたい。

平成 26(2014)年 9月25日

日本環境感染症学会ワクチンに関するガイドライン改訂委員会

岡部信彦 川崎市健康安全研究所所長 （委員長）

荒 川 創一 神戸大学医学部附属病院感染制御部教授

岩田 敏 慶應義塾大学医学部感染症学教室教授

庵原俊昭 国立病院機構三重病院 院長

白石 正 山形大学医学部附属病院薬剤部教授

多屋 馨子 国立感染症研究所感染症疫学センター 室長

藤本卓 司 市立堺病院総合内科部長

三鴨廣繁 愛知医科大学大学院医学研究科臨床感染症学教授

安岡 彰 市立大村市民病院副院長
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第 1版はじめに

よりよい医療を提供し、また医療機関の医療従事者、事務員、委託業者（清掃員

その他）、実習生等（これらを総称して、以下医療関係者）の健康を守るために、医

療関連感染対策（以下院内感染対策）の強化が求められている。

感染症予防の重要な手段として感受性者対策、すなわち予防接種があげられるが、

B型肝炎、インフルエンザなどを除けば、予防接種は小児の病気に対して小児が受

けるものとの認識が強く、成人はともすると接種しないまま忘れているか、あるい

は免疫が低下したかも知れない状態に対しての意識は低い。またその必要性を理解

できても、ワクチン接種となるとつい敬遠しがちともなる。しかし成人における感

染症予防の意識の低さを露呈したのが、近年若者の間で流行した麻疹である。医療

関係者は、自分自身が感染症から身を守るともに、自分自身が院内感染の運び屋にな

ってしまってはいけないので、一般の人々よりもさらに感染症予防に積極的である必

要がある。また感染症による欠勤等による医療機関の機能低下も防ぐ必要がある。

厚生労働省内に設置された院内感染対策有識者会議（小林寛伊座長）では、 2003

（平成 15)年 9月「今後の院内感染対策のあり方について」報告書をまとめ、その中

で院内感染対策としての予 防 接 種 の 必 要 性 を 明 記 し て い る

(http://w四．mhlw.go.jp/shingi/2003/09/s09 l 8-6.html)。しかし現状では予防接

種の対象をどのように選定し、どのようなスケジュールで行うかについて現場での

戸惑いは多い。そこで日本環境感染学会では、このたび医療機関において院内感染

対策の一環として行う医療関係者への予防接種についてのガイドラインをまとめる

こととし、日本環境感染学会理事会の中に小委員会としてワクチン接種プログラム

作成委員会を発足させ、院内感染対策としてのワクチンガイドラインの作成を行っ

た。

このガイドラインには、インフルエンザ、 B型肝炎、麻疹、風疹、水痘、流行性

耳下腺炎などのワクチン接種をどのように医療関係者に対して行うかの目安をまと

めたものである。ガイドラインはあくまで標準的な方法を提示するものであって、

唯一絶対の方法を示したものではないが、医療機関において予防接種の実施に

あたっては、出来るだけ本ガイドラインに沿って頂くことを望むものである。

一方予防接種は病人に対する治療と異なり、多くは健康状態にある人に行うため

に、有害事象に対して注意を払う必要がある。不測の事態を出来るだけ避けるため

には、具体的には、既往歴、現病歴、家族歴などを含む問診の充実および接種前の

健康状態確認のための診察、そして接種後の健康状態への注意である。また、使う

ことはほとんど無くとも、予防接種を行うところには、最低限の救急医療物品を
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そなえておく必要がある。

小児の麻疹、風疹、ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、日本脳炎、結核 (BCG)

など、あるいは高齢者のインフルエンザに対するワクチンについてはわが国では予

防接種法に基づいた定期接種として行われるが、例え医学的な適応があっても定期

接種として定められた年齢あるいはその他の条件から外れた場合は定期接種とはみ

なされず、任意接種となる。現在のわが国の予防接種は、定期接種であっても法的

な強制力を伴うものではない。医療機関における職員への予防接種は、自らの感染

予防と他者、ことに受診者や入院者への感染源とならないためのものであり、積極

的に行うべきものではあるが、強制力を伴うようなものであってはならず、あ

くまでそれぞれの医療関係者がその必要性と重要性を理解した上での任意の接種で

ある。

なお万が一の重症副反応が発生した際には、定期接種ではないため国による救済

の対象にはならないが、一般の医薬品による副作用発生時と同様、独立行政法人

医薬品審査機構における健康被害救済制度が適応される（認定制）。

今回の本ガイドラインは、対象ワクチンは限られたものであり、接種対象も医療

関係者ということにしているが、将来的には接種対象者あるいはワクチンの幅を拡

げ、さらにはワクチンで予防できる疾患の院内発生時の対策ガイドラインまですす

めたいと考えている。

会員各位のご批判、コメントなどを頂き、さらに充実したものとするために適時

改訂をすすめたい。

2009年 2月27日

日本環境感染学会ワクチン接種プログラム作成委員会
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IB型肝炎ワクチン

Recommendations 

・医療機関では、患者や患者の血液・体液に接する可能性のある場合は、 B型肝炎に対し

て感受性のあるすべての医療関係者に対して B型肝炎ワクチン接種を実施しなければな

らない。

・ワクチンは 0、1、6ヵ月後の 3回接種 (lシリーズ）を行う。

. 3回目の接種終了後から 1~2ヵ月後に HBs抗体検査を行い、 10mlU/mL以上であれ

ば免疫獲得と判定する。

. l回のシリーズで免疫獲得とならなかった医療関係者に対してはもう 1シリーズのワク

チン接種を考慮する。

・ワクチン接種シリーズ後の抗体検査で免疫獲得と確認された場合は、その後の抗体検査

や追加のワクチン接種は必要ではない。

1.背景
B型肝炎ウイルス (hepatitisB virus; HBV) は

血液媒介感染をする病原体としては最も感染力が

強い。感染者血液には最大 1010/mLものウイルス

が含まれており 1)、また乾燥した環境表面でも 7

日以上にわたって感染力を維持するとの報告もあ

る2)。HBVは針刺しや患者に使用した鋭利物によ

る切創、血液・体液の粘膜への曝露、小さな外傷

や皮膚炎など傷害された皮膚への曝露でも感染が

成立する場合がある。

成人が HBVに感染した場合、 6週～ 6ヵ月の

潜伏期の後に 30~50％の患者で急性肝炎を発症

し、そのうち 1％弱が劇症肝炎となり、その相当

数が致死的転帰をとるとされている。また、急性

肝炎の 1％程度で慢性肝炎に移行するとされてい

る。近年海外から持ち込まれたと考えられる遺伝

子型 Aによる急性感染が増加しており、このウイ

ルスは従来型より慢性化しやすいとされている叱

このように HBVの感染は重篤な健康被害を生ず

ることになる。

HBVに対しては効果的なワクチン (B型肝炎ワ

クチン）が存在し、米国では 1982年以降すべて

の医療関係者に対してこのワクチン接種が勧奨さ

れている 4-6)。2013年 12月に改めて米国 CDC

から医療関係者の B型肝炎ウイルス予防に関する

ガイダンスが発表された 7)。日本においても医療

機関や医療系教育機関で B型肝炎ワクチン接種が

広く行われるようになってきたが、接種状況は施

設間の差が大きく、接種対象者についても明示し

た指針がなかった。 2009年に本指針第 1版でワ

クチン接種の必要性が明示されたが、その後の知

見を追加して改訂を行った。

2. 接種対象者

HBVは血液が付着した環境表面から、わずかな

傷を介して感染する可能性があることから、患者

や血液、血液が付着した環境表面に触れる可能性

があるすべての医療関係者がワクチン接種の対象

者である。

【対象とすべき職種】

l)直接患者の医療・ケアに携わる職種

医師、歯科医師、看護師、薬剤師、理学療法

士、作業療法士、言語療法士、歯科衛生士、視

能訓練士、放射線技師およびこれらの業務補助

者や教育トレーニングを受ける者など

2)患者の血液・体液に接触する可能性のある職種

臨床検査技師、臨床工学技士およびこれらの

業務補助者、清掃業務従事者、洗濯・クリーニ

ング業務従事者、給食業務従事者、患者の誘導

や窓口業務に当たる事務職員、病院警備従事者、

病院設備業務従事者、病院ボランティアなど
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図 1 ワクチン接種のスケジュール

【対象となる雇用形態】

医療機関の管理者は施設内で上記の業務に携わ

るすべての医療関係者に対して、適切に B型肝炎

ワクチンが接種されるよう配慮する必要がある。

常勤、非常勤・パートタイム、ボランティアに関

わらず、病院が直接雇用・依頼する従事者に対し

ては医療機関が接種するべきである。業務委託の

業者に対しては、上記業務に当たる従事者に対し

てワクチン接種をするよう契約書類の中で明記す

るなどして、接種の徹底をはかる。教育・トレー

ニングの受入に当たっては、予め免疫を獲得する

よう勧奨すべきである。

【接種不適当者】

以下の該当者にはワクチンを接種してはなら

ない。 (3)以外の状態に該当したものは、その状態

が解消した後に接種を考慮する。

(1)明らかな発熱を呈している者

(2)重篤な急性疾患にかかっていることが明ら

かな者

(3)本剤の成分によってアナフィラキシーを呈

したことがあることが明らかな者

(4)前記に掲げる者のほか、予防接種を行うこ

とが不適当な状態にある者

既感染者 (HBs抗体陽性）では接種の必要がな

く、 HBV感染者 (HBs抗原陽性）では接種の効

果が得られない。これらに該当する医療関係者で

はB型肝炎ワクチン接種は不要である。これらの

者に B型肝炎ワクチンを接種することによる特別

の悪影響はなく、一般の接種者と同様である。職

員の HBs抗原・抗体検査を行ってこれらの者を除

外して B型肝炎ワクチンを接種するか、検査を行

わずに一律に接種するかは、各医療機関の判断に

任される。

B型肝炎ワクチンは、慢性疾患罹患者、免疫抑

制状態にある者、妊婦や授乳中の女性であっても

接種が不適当とは考えられていない。

3. 接種時期

B型肝炎ワクチンは血液に曝露される以前に接

種が終了していることが望ましい。そのため就業

（実習）前に 1シリーズのワクチン接種を終了して

いることが最善であるが、少なくとも就業開始後

速やかに HBs抗原・抗体検査を行うか、ワクチン

接種を開始するべきである。

4. 接種方法（図 1)

B型肝炎ワクチンは HBVの HBs抗原粒子のみ

を精製した遺伝子組み換え不活化ワクチンである。

アジュバントとしてアルミニウム塩が添加されて

おり、製剤によっては抗菌作用を有するチメロサ

ールを含有する。

ワクチン接種は HBs抗原蛋白 IOμ, g (0.5 mL) 

を皮下または筋肉内に投与する。 (IO歳未満の小

児では 5μ, g (0.25 mL) を皮下に投与する。）

接種は初回投与に引き続き、 1ヵ月後、 6ヵ月後

の3回投与するのを 1シリーズとする。

1シリーズの 3回目のワクチン接種終了後、 l

~ 2ヵ月後に HBs抗体を測定し、陽性化の有無を

確認する。 EIAまたは CLIA、RIA法で 10

mlU/mL以上に上昇している場合は免疫獲得と考

えてよい。

5.効果

1シリーズのワクチン接種で 40歳未満の医療従

事者では約 92％で、 40歳以上では約 84％で基準

以上の抗体価を獲得したとの報告がある 8)。抗体

を獲得した場合、以後 HBV陽性血に曝露されて

も顕性の急性 B型肝炎の発症はないことが報告さ

れている 9)。免疫獲得者では 22年以上にわたって

急性肝炎や慢性 B型肝炎の発症予防効果が認めら

れている 4,6,10)。経年による抗体価低下にかかわら

ずこの効果は持続するため、米国 7)や欧州 11)から
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は追加のワクチン接種は不要であるとの勧告が出

されている。

医療機関は本ガイドラインの他項にある、ワク

チンによって予防できる疾患に対してひろく防御

できる体制を整備すべきという本勧告の観点もふ

まえれば、免疫獲得者に対する経時的な抗体価測

定や、免疫獲得者の抗体価低下 (10mlU/mL未

満）に伴うワクチンの追加接種は必要ではない。

6. 副反応

本ワクチンは不活化ワクチンであり、接種に伴

う局所の疼痛、腫脹や接種後の発熱などワクチン

に共通の副反応はあるものの、本ワクチン特有の

副反応は知られていない。比較的安全なワクチン

の一つである 12)0

7. 経過措置

lシリーズのワクチン接種後に抗体価上昇が観

察されなかった場合は、もう lシリーズの再接種

が推奨される 7)。追加の 1シリーズで、再接種者

の 30~50％で抗体を獲得すると報告されてい

る 13)0

2シリーズでも抗体陽性化が見られなかった場

合はそれ以上の追加接種での陽性化率は低くなる

ため、「ワクチン不応者」として血液・体液曝露に

際しては厳重な対応と経過観察を行う。このよう

な者が HBVへの曝露があった場合、米国ガイド

ラインでは抗 HBs人免疫グロブリンを、直後と 1

ヵ月後の 2回接種を推奨している。

ワクチン接種歴はあるが、抗体が上昇したかど

うかが不明の場合は、抗体検査を行う。陰性であ

れば lシリーズのワクチン接種を行う。 10

mlU/mL未満の低値の場合は 1回の追加接種を行

い、その後に抗体価の確認を行う。 10mlU/mL 

以上であれば免疫獲得として終了、 10mlU/mL 

未満であればあと 2回のワクチン接種（＝初回と

併せると 1シリーズ）後に再度抗体価の確認を行

ぅ7)。

8. その他

B型肝炎ワクチンは現在 2種類の製品が流通し

ている。 1回のシリーズで抗体陽性とならなかっ

た場合は、種類の異なるワクチンを接種すること

も方法の一つである

ワクチンを皮内接種することにより抗体陽性率

環境感染誌 Vol. 29, Suppl. III, 2014 

が高くなるという報告があり 14,15)、国内では一部

を皮内接種し、残りを筋注で投与するという試み

も一部で行われている。また 1回投与量を増やす

ことで抗体陽性率が高まるとする報告もある 16)0

ただしこれらの接種方法はワクチン製剤の用法用

量外投与法である。

本ワクチンは沈降型ワクチンであるため、ワク

チンを注射器に充填する前に十分攪拌し、沈殿し

ている有効成分がきちんと接種されるようにしな

ければならない。
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麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水痘ワクチン

Recommendations 

•免疫を獲得した上で勤務・実習を開始することを原則とする。

・ワクチンにより免疫を獲得する場合の接種回数は 1歳以上で「2回」を原則とする。

・勤務・実習中は、予防接種・罹患・抗体価の記録を本人と医療機関で年数に関わらず保

管する。

•免疫が不十分であるにもかかわらず、ワクチン接種を受けることができない医療関係者

については、個人のプライバシーと感染発症予防に十分配慮し、当該医療関係者が発症

することがないよう勤務・実習体制を配慮する。

・本稿での医療関係者とは、事務職、医療職、学生を含めて、受診患者と接触する可能性の

ある常勤、非常勤、派遣、アルバイト、実習生、指導教官等のすべてを含むものとする。

1 ::Iヒ旱
． 自 忠

医療関係者が麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水

痘を発症すると、本人の重症化の可能性に加えて、

周りの患者や医療関係者への感染源となることか

ら、迅速な対応が求められる。

医療関係者が発症した事例を経験した医療機関

では、多数の抗体測定や予定手術の延期など 1)、

医療経済的な検証も含めて 2)、その負担は極めて

大きい。水痘については、院内発症が多数発生し

ており、院内発症のあった大規模小児医療施設の

うち 19％は病棟閉鎖になっていることが報告さ

れている叫

第 1版 4)発行後、本ガイドラインのフローチャ

ートを活用した感染管理や 5-7)、予防接種の実施な

と:8)、医療機関では様々な対策が講じられるよう

になった。しかし、まだ十分な対策がとられてい

るとは言えないのが現状である。本稿の 4疾患は、

小児の疾患であるという既成概念が、成人での対

策を困難にしている要因と考えられる。

成人においても免疫がなければ発症し、重症化

や合併症の併発、後遺症の残存、時に死亡する場

合があることを認識する必要がある。

2007,..,_, 2008年に 10~20代の若者を中心に

全国流行した麻疹 9)、2012,..,_,2013年に成人男性

を中心に全国流行した風疹に代表されるように

10)、ひとたび海外からウイルスが国内に持ち込ま

れると、感受性者が蓄積している集団内では流行

が発生する。

麻疹と風疹は 2回の予防接種が小児の定期接種

スケジュールに導入されているため 11）、小児の患

者数は激減し、成人の方が多く発症している 9,10) 0 

一方、水痘、流行性耳下腺炎については 2014

年 1月現在、小児の定期接種に導入されていない

ため、小児を中心に毎年数十万～ 100万人規模の

患者が発生しているのが現状である 12)。なお、水

痘については 2014年 10月から小児の定期接種

に導入されることが決まった。

米国では 4疾患ともに 2回接種が徹底されてお

り、麻疹・風疹の排除のみならず、水痘も重症

者・死亡者が激減し、水痘の疫学が変わったこと

が報告されている 13)。

他の先進国では、麻疹おたふくかぜ風疹混合

(measles-mumps-rubella : MMR)ワクチンの 2

回接種が導入されている国が多く、おたふくかぜ

ワクチンが小児の定期接種スケジュールに含まれ

ていない先進国は日本のみである。

2. 接種対象者

麻疹と水痘の感染経路は空気感染・飛沫感染・

接触感染、風疹と流行性耳下腺炎の感染経路は飛

沫感染・接触感染であることから、ワクチン接種

の対象は医療関係者全員とする。

3. 接種に際してのフローチャート

麻疹と水痘はウイルスに曝露後 72時間以内に

緊急ワクチン接種をすることで、発症を予防でき

耀
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る可能性があるが 14)、風疹と流行性耳下腺炎につ

いては、緊急ワクチン接種の有効性に関するエビ

デンスは得られていない。しかし、曝露した感受

性者にワクチン接種が行われることにより、今回

の曝露で感受性者が発症しなかった場合でも永続

的な免疫を付与されることになるとの考えから米

国ではワクチン接種が勧められている 14)。

院内で患者が発生した場合、迅速な対応が必要

となるが、医療関係者については、平常時から対

応が完了していることを原則とする。

平常時の対応として、図 2 ・表 1に基づき、 4

疾患の予防を講じることを原則とする。勤務・実

習開始前に予防接種の記録（母子健康手帳の予防

接種欄、予防接種実施済証）の提出を求め、対応

は疾患毎に検討する。

酵素免疫法 (enzymeimmunoassay : EIA法）

で抗体価を測定した場合、感度が高いため、陽性

であってもウイルスの曝露を受けると、発症を予

防できない場合がある。抗体測定には、複数のキ

ットが用いられているが、本版では、国内で使用

頻度の高いデンカ生研（社）製の EIA価測定キッ

トを用いた場合の値を記載した。デンカ生研（社）製

以外のキットを利用する場合には、各メーカーに

問い合わせて欲しい。

また、医療関係者が発症した時の影響は甚大で

あることから、加藤 15)、庵原 16) らの報告に基づ

き、麻疹、風疹については、接種をすることで、

抗体価の有意上昇が見られる値に設定した。水痘

については、庵原らの報告に基づき、中和法で

1 : 4以上を発症予防レベルとして、 IAHA法、

EIA法については中和法 1: 4以上に相当する値

を、基準を満たす抗体価とした 16)。ムンプスは国

内において同様の検討結果がないが、低い EIA価

の場合は発症を予防できない場合があるので、当

該疾患に未罹患で、ワクチンにより免疫を獲得す

る場合の接種回数は、それぞれ 1歳以上で 2回を

原則とする。成人では小児より抗体陽転率が低い

という報告もあり 17, 18)、表 1の基準を満たすま

で接種をし続けるという意味ではないことに十分

な注意が必要である。風疹に関しては赤血球凝集

抑制法 (hemaggulutinationinhibition : HI法）

が多く用いられているが、 EIA法、蛍光酵素免疫

測定法 (enzyme-linkedfluorescent immuno-

assay : ELFA法）、ラテックス免疫比濁法

(latex turbidimetric immunoassay : LTI法）、

化学発光酵素免疫測定法 (chemiluminescent

enzyme immunoassay : CLEIA法）を用いた場

合の読み替えに関するデータは、国立感染症研究

所の HP:http://www.nih.go.jp/niid/ja/ diseases/ 

ha/rubella.htmlに公表されているので参考とな

る 20)0

4. 注意事項

本稿の 4疾患のワクチンはいずれも生ワクチン

であるため、以下の者（接種不適当者）は接種を

受けることができない 21-23)0 

女性の接種に際しては、プライバシーに十分配

慮した上で、妊娠していないこと、妊娠している

可能性がないことを確認し、接種後 2ヵ月間は妊

娠を避けるように注意することが重要である。

接種不適当者に該当する場合、勤務・実習に当

たっては、疾患毎に感染経路（2.接種対象者の項

参照）に応じた感染予防策を講じるとともに、ワ

クチン接種を受けられないことによる不利益がな

いよう十分に配慮する。

帯状疱疹は水痘—帯状疱疹ウイルス (varicella­

zoster virus : VZV)の再活性化による病態であ

るため、周りに VZVに対する免疫を保有してい

ない者がいる場合は、 VZVの感染により水痘を発

症させる可能性があるため、十分な注意が必要で

ある。

5. ワクチンの接種不適当者

本稿での 4ワクチンの接種不適当者は以下の通

りである。

(1)明らかな発熱を呈している者（明らかな発

熱とは通常 37.5℃以上をいう）

(2)重篤な急性疾患にかかっていることが明ら

かな者

(3)本剤の成分によってアナフィラキシーを呈

したことがあることが明らかな者

(4)明らかに免疫機能に異常のある疾患を有す

る者及び免疫抑制をきたす治療を受けてい

る者

(5)妊娠していることが明らかな者

(6)上記に掲げる者のほか、予防接種を行うこ

とが不適当な状態にある者

なお、 (3)に該当するものを除いては、その状態

が解消した後に接種を考慮する。



S 7

環境感染誌 Vol. 29, Suppl. III, 2014 

1歳以上で2回の
予防接種記鎌がある

一1歳以上で1回の
予防接種記鱈がある

匿璽

※ なお、抗体価の測定をせ
ずに、少なくとも1か月以上あ
けて、 2回予防接種を受け、

ー 記録を保管して終了でも良い。

抗体価測定※

値人と医療機関で記量を

保管して終了
なお．予防撞種後の抗体検査は必須ではない

抗体価陽性

（基準を満たさない）

なお、予防接積後の抗体検査は必須ではない

年後に1度だ
施し、基準を
を確認する＿ 

図 2 麻疹・風疹・流行性耳下腺炎・水痘ワクチン接種のフローチャート

表 1 抗体価の考え方

疾患名 I[ 抗体価陰性 II 抗体価陽性 抗体価陽性

（基準を満たさない） | （基準を満たす）

麻疹 あEるIAい法はP(Alg法G) 陰 性 るEいIAは法PA(法lgG：)：（土） ～16.0 EIA法P(lAg法G) 16.0以上
く1:16 ぁ 1:169,329 ,649 ,128 あるいは 1:256以上

あるいは中和法く1:4 あるいは中和法：1:4 あるいは中和法．1:8以上

風疹 HI法く1.8 HI法 1.8,16 HI法：1:32以上

あるいはEIA法(lgG)陰 性 あるいはEIA法(lgG) （士）～8.0 あるいはEIA法(lgG)8.0以上

水痘 EIA法(lgG) <2.0※ EIA法(lgG):2.0~4.0※ EIA法(lgG)4.0以上※

あるいはIAHA法く1:2※ あるいはIAHA法：1:2※ あるいはIAHA法 1:4以上※

あるいは中和法く12※ あるいは中和法 12※ あるいは中和法 14以上※

あるいは水痘抗原皮内テストで

陽性(5mm以上）

流行性 EIA法(lgG)陰 性 EIA法 (lgG) （士） EIA法(lgG)：陽性

耳下腺炎

(4疾患とも補体結合反応(CF法）では測定しないこと）

（麻疹と流行性耳下腺炎は赤血球凝集抑制法(HI法）では測定しないこと）

（※水痘については、平成25年度厚生労働科学研究費補助金新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業

「ワクチン戦略による麻疹および先天性風疹症候群の俳除、およびワクチンで予防可能疾患の疫学並びにワクチン

の有用性に関する基礎的臨床的研究（研究代表者：大石和徳）」庵原分担報告書より引用し、改定した。）

耀
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6. 接種するワクチンの種類

薬事法に基づいて承認され、 2014年現在国内で

接種可能なワクチンとしては、麻疹と風疹は混合

ワクチンと単抗原（単味）ワクチンの両方がある

が、その他のワクチンは単抗原（単味）ワクチン

のみである。

接種に際しては医師が特に必要と認めた場合、

複数ワクチンの同時接種が可能である。その場合、

別々の注射器で別々の部位に接種する必要がある。

萩谷らは、ワクチンの同時接種を院内コンセンサ

スとしたことなどが短期間で多数の職員に対して

高い接種率でワクチン接種を完遂できた要因と報

告している 8)。1つずつ別の日に接種を行う場合

は、これら 4つのワクチンは生ワクチンであるこ

とから、中 27日以上の間隔をあけて接種する必

要があることに注意が必要である。

7.効果

いずれのワクチンも 1回接種で 90％以上の免

疫獲得が期待されるが、数％の primaryvaccine 

failure (I次性ワクチン不全）があること、ワク

チン接種後の年数経過と共に免疫が減衰し発症す

るsecondaryvaccine failure (2次性ワクチン不

全） 5)があることから、 2006年度より、麻疹と

風疹については、 1歳児と小学校入学前 1年間の

幼児に対して、予防接種法に基づく 2回接種が導

入された 11）。また、 2007,..,_,2008年に 10~ 20 

代を中心とした麻疹の全国流行があったことから、

2008年度から 5年間の時限措置として、中学 l

年生と高校 3年生相当年齢の者に対して、予防接

種法に基づいて 2回目の定期接種の機会が導入さ

れた 11）。以上の対策により 1990年 4月2日以

降に生まれた者については、麻疹と風疹について

は2回の接種機会があったことになる。

各ワクチンの効果については、参考資料ならび

にワクチン添付文書に詳しく記載されているが、

厚生労働省が実施主体となり、都道府県（都道府

県衛生研究所）、国立感染症研究所が協力して、定

期接種対象疾患に対して毎年実施している感染症

流行予測調査事業によると、麻疹、風疹の 1回接

種後の抗体保有率は約 95%、2回接種後の抗体保

有率は約 99％である 24)0

8. 副反応

予防接種を実施するにあたって、被接種者には

接種前に有効性のみならず安全性の情報提供も重

要である 25)。

l)麻疹、風疹、麻疹風疹混合、水痘、おたふくか

ぜワクチンに共通

(1)まれ（0.1％未満）に接種直後から翌日に過

敏症状として、発疹、蒋麻疹、紅斑、そう

痒、発熱等のアレルギー反応がみられる場

合がある。

(2)接種局所の発赤、腫脹等がみられる場合が

あるが、通常、一過性で 2~3日中に消失

する。

(3)まれにショック、アナフィラキシー様症状、

急性血小板減少性紫斑病 (100万人接種あ

たり 1人程度）があらわれることがある。

（なお、風疹に罹患した場合は、 3,000~

5,000人に 1人の割合で血小板減少性紫斑

病を合併することについても、知っておく

必要がある。）

2)麻疹ワクチン、麻疹風疹混合ワクチンに共通

(I) I回目の接種においては、接種から 5 ~14 

日後、 1~ 3日間のだるさ、発熱、発疹等

があらわれることがある。特に、 7 ~12日

を中心として 20~ 30％程度に 37.5℃以

上、数％に 38.5℃以上の発熱がみられる。

発熱時に、咳、鼻汁が出て、食欲が減退す

るものもあるが、これらの症状は、いずれ

も通常 l~3日で消失する。 2回目の接種

においては、 1回目接種後より頻度は低く、

発熱は約 10％とされている。

(2) 10,...,_, 20％に軽度の麻疹様発疹を伴うことが

ある。 2回目の接種においては、 1回目接種

後より頻度は低く、発疹は約 2％とされて

いる。

(3)きわめてまれに (100万人接種あたり 1人

以下）脳炎の発生が報告されている（なお、

麻疹に罹患した場合は 1,000人に 1人、風

疹に罹患した場合は、 4,000,...,_,6,000人に

1人の割合で脳炎を合併することについて

も、知っておく必要がある）。 2013年の風疹

の流行では、約 14,000人の風疹患者のうち、

13人が脳炎を合併したと報告されている。

3)風疹ワクチン、麻疹風疹混合ワクチンに共通
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(1)下痢、嘔吐、頸部その他のリンパ節腫脹、

関節痛等の症状を認めることがあるがこれ

らの症状は一過性で、通常、数日中に消失

する。

4)水痘ワクチン

(1)健康な人に接種した場合、接種後 l~3週

間ごろ、ときに発熱、発疹が発現すること

があるが、一過性で、通常、数日中に消失

する。

(2)ハイリスクの患者に本剤を接種した場合、

接種後 l4~30日に発熱を伴った丘疹、水

疱性発疹が発現することがあるが、急性リ

ンパ性白血病患者の場合約 20％である。

(3)本剤接種後のハイリスク患者には帯状疱疹

が生じることがあるが、その発生率は自然

水痘に感染した非接種患者に比べて同等な

いしは低率である。

5)おたふくかぜワクチン

(1) I回目の接種の場合、接種後 2~3週間ご

ろに、発熱、耳下腺腫脹、嘔吐、咳、鼻汁

等の症状を認めることがある。しかし、こ

れらの症状は自然感染に比べ軽度であり、

かつ一過性で、通常、数日中に消失する。

(2)接種後 3週間前後に、ワクチンに由来する

と疑われる無菌性髄膜炎が発生するとの報

告がある。なお、 1989年～ 1993年まで国

内で使用されていた乾燥弱毒生麻疹おたふ

くかぜ風疹混合ワクチン（統一株 MMRワ

クチン）では、おたふくかぜワクチンに由

来すると疑われる無菌性髄膜炎が、 1,200

人接種あたり 1人程度発生するとの報告が

ある。

(3)まれにワクチン接種との関連性が疑われる

難聴があらわれたとの報告がある。

(4)まれにワクチンに由来すると疑われる精巣

炎があらわれたとの報告がある。通常接種

後 3週間前後に精巣腫脹等が、特に思春期

以降の男性にみられることがある。

9. おわりに
第 1版をもとに、全国の医療機関で、麻疹、風

疹、流行性耳下腺炎、水痘の対策が進んでいる。

しかし、説明が不十分であったことから、抗体価

環境感染誌 Vol. 29, Suppl. III, 2014 

の基準を満たすまで接種を受け続けなければなら

ないという誤解が生じたこと、最近 3年間に抗体

測定をしたことがありますか？という質問からチ

ャートを始めたことから、 3年毎に抗体測定をす

るという誤解に繋がったことが反省点としてあげ

られる。

第 2版では、これらの誤解を解消するとともに、

第 1版を参考に対策を実施し、本学会雑誌に掲載

された論文はなるべく多く引用した。第 2版が多

くの医療機関で有効に活用され、医療関係者が麻

疹、風疹、流行性耳下腺炎、水痘を発症しない体

制が構築されることを願っている。
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2286,2009 

17)市川ゆかり，平岡康子，堀田 裕：ワクチンプログラ

ムを中心とした職業感染防止活動の報告． H本環境
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等新興・再興感染症研究事業：大石班）報告書．
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改定版 (2014年 6月改定）

http://www.nih.goJp/niid/images/idsc/disease/rubella/ 

RubellaHI-EIAtiter_ Ver2.pdf (2014年8月現在URL)

21)岡部信彦，多屋馨子：予防接種に関する Q&A集

2014:一般社団法人日本ワクチン産業協会． 2014

年 8月

22)木村三生夫，堺春美編著：予防接種の手びき第 14

版：近代出版． 2014年 8月

23)寺田喜平編著．実践予防接種マニュアル改訂 2

版：中外医学社． 2008年 11月

24)国立感染症研究所ホームページ感染症流行予測調

査： http://www.nih.go.jp/niid/ja/yosoku-index.html 

(2014年 8月現在 URL)

25)武部佳代，嶋田聖子，濱邊秋芳：医療従事者に対する

麻しんワクチン接種後の副反応調査． H本環境感染

学会誌 25(6):365-370,2010 



S11

環境感染誌 Vol. 29, Suppl. III, 2014 

＂ インフルエンザワクチン

Recommendation 

・予防接種実施規則 6条による接種不適当者に該当しない全医療関係者を対象として、イ

ンフルエンザ HAワクチン 0.5mlを、毎年 1回、接種する。

1.背景
米国では予防接種の実施に関する諮問委員会

(Advisory Committee on Immunization Practices; 

ACIP)から、ワクチン株と流行株とが一致してい

る場合には、 65歳以下の健常成人での発症予防効

果は 70~90%、施設内で生活している高齢者で

の発症予防効果は 30~40％と下がるが、入院や

肺炎を防止する効果は 50~60%、死亡の予防効

果は 80％みられたと報告されている 1-3）。一方、

自宅で生活している高齢者の場合は、 60歳以上で

発症予防効果は 58％程度で、 70歳以上ではさら

に低下するであろうと報告されている。また、 1

~ 15歳の小児では 77~ 91 %、 3~ 9歳では

56%、6~24カ月では 66％の発症予防効果が

あると報告されている l-3)0

日本では、厚生科学研究費による「インフルエ

ンザワクチンの効果に関する研究（主任研究者：

神谷 齊（国立療養所三重病院））」の報告 4)によ

ると、 65歳以上の健常な高齢者については約 45%

の発症を阻止し、約 80％の死亡を阻止する効果が

あったとされている。また、同じく厚生科学研究

費による「乳幼児に対するインフルエンザワクチ

ンの効果に対する研究【主任研究者：神谷齊（国

立療養所三重病院） ・加地正朗（久留米大学）】」 5)

では、発熱を指標とした場合 1歳以上で 6歳未満

の幼児では約 20~30％の発症阻止効果があり、

1歳未満の乳児では対象症例数も少なく効果は明

らかでなかったとされている。また、日本臨床内

科医会の河合直樹らは、 0~15歳では 1回接種、

2回接種それぞれで、発症予防効果は 68%と

85%、16~64歳では 55%と 82％であったと

報告している 6)0

インフルエンザに対する治療薬も実用化されて

いるが、感染前にワクチンで予防することがイン

フルエンザに対する最も有効な防御手段である。

特にインフルエンザ患者と接触するリスクの高い

医療関係者においては、自身への職業感染防止の

観点、患者や他の職員への施設内感染防止の観点、

およびインフルエンザ罹患による欠勤防止の、い

ずれの観点からも、積極的にワクチン接種を受け

ることが勧められる。

2. 接種対象者

予防接種実施規則 6条による接種不適当者に該

当しない全医療関係者（妊婦又は妊娠している可

能性のある女性、 65歳以上の高齢者を含む）。

【予防接種実施規則 6条による接種不適当者】

被接種者が次のいずれかに該当すると認められ

る場合には，接種を行ってはならない。

(1)明らかな発熱を呈している者。

(2)重篤な急性疾患にかかっていることが明ら

かな者。

(3)本剤の成分によってアナフィラキシーを呈

したことがあることが明らかな者。

(4)前記に掲げる者のほか、予防接種を行うこ

とが不適当な状態にある者。

【妊婦又は妊娠している可能性の高い女性に対する

インフルエンザワクチンの接種】

インフルエンザワクチンはウイルスの病原性を

なくした不活化ワクチンであり、胎児に影響を与

えるとは考えられていないため妊婦は接種不適当

者には含まれていない。妊婦又は妊娠している可

能性のある女性に対するインフルエンザワクチン

の接種に関する国内での調査成績については、小

規模ながら、接種により先天異常の発生率は自然

発生率より高くならないとする報告 7)がある。し

かしまだ十分なデータが集積されてはいないので、

現段階ではワクチン接種によって得られる利益が、

不明の危険性を上回るという認識が得られた場合

にワクチンを接種する。一般的に妊娠初期（妊娠

糎
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14週まで）は自然流産が起こりやすい時期であり、

この時期の予防接種は避けた方がよいという考え

もある。

一方米国では、 ACIPの提言により、妊娠期間

がインフルエンザシーズンと重なる女性は、イン

フルエンザシーズンの前にワクチン接種を行うの

が望ましいとされている 2)。また、妊婦へのイン

フルエンザワクチン接種は、移行抗体による影響

から、接種を受けた母体から生まれた生後 6ヵ月

までの乳児に対しても発症予防効果が認められた

との報告 8)もある。

インフルエンザヘの曝露機会の多い医療関係者

の場合は、妊婦又は妊娠している可能性のある女

性であっても、ワクチン接種によって得られる利

益が不明の危険性を上回ると考えられるため、イ

ンフルエンザワクチンの接種が勧奨される。ただ

し妊娠 14週までの妊娠初期に関しては、前述の

とおり元々自然流産が起こりやすい時期でもあり、

接種する場合はこの点に関する被接種者の十分な

理解を得た上で行う。

【65歳以上の高齢者への接種】

65歳以上の高齢者では、インフルエンザ罹患に

より肺炎等の合併症を起こして重症化したり死亡

したりするリスクが高いため、インフルエンザワ

クチンの接種が推奨されている。医療関係者にお

いても全く同様である。

【基礎疾患を有する者への接種】

基礎疾患を有する者（心臓、腎臓もしくは呼吸

器の機能に障害があり、身の周りの生活を極度に

制限される者、又はヒト免疫不全ウイルスによる

免疫の機能に障害があり、日常生活がほとんど不

可能な者など）では、高齢者と同様にインフルエ

ンザ罹患に伴い重症化したり死亡したりするリス

クが高いので、インフルエンザワクチンの接種が

強く勧奨されている。医療関係者においても全く

同様である。

3. 接種時期

インフルエンザワクチンは、接種からその効果

が現れるまで通常約 2週間程度かかり、約 5ヵ月

間その効果が持続するとされている。また、過去

に感染歴やワクチン接種歴の無い場合と、免疫学

的記憶のある場合のブースターとではワクチンの

効果が現れるまでに差があると考えられている。

多少の地域差はあるが日本のインフルエンザの流

行は 12月下旬から 3月上旬が中心になるので、

12月上旬までに接種を完了することが勧められ

る。

4. 接種方法

13歳以上 64歳以下の被接種者の場合、近年確

実にインフルエンザに罹患しているか、前年にイ

ンフルエンザの予防接種を受けていれば、 1回接

種でも追加免疫による十分な効果が得られると考

えられる。医療関係者のほとんどはインフルエン

ザワクチンの接種歴がありインフルエンザウイル

スに対する基礎免疫を獲得していると考えられる

ので、通常は各年 1回接種で十分である。

医療関係者のうち、基礎疾患（慢性疾患）のあ

る者で、著しく免疫が抑制されている状態にある

と考えられる場合は、医師の判断により 2回接種

としてもよい。

ワクチン接種にあたっては、他の予防接種と同

様、被接種者に対し十分な説明を行い、同意を得

た上で接種の可否を判断する。

5. 副反応

一般的に副反応は軽微で、 10~20％で接種局

所の発赤、腫脹、疼痛をきたすことがあるが 2~

3日で消失する。全身性の反応としては、 5~ 
10％で発熱、頭痛、悪寒、倦怠感などがみられる

が、通常は軽微で、やはり 2~3日で消失する。

また、ワクチンに対するアレルギー反応として、

まれに湿疹、蒋麻疹、発赤と掻痒感などが数日見

られることもある。

6. 費用負担

医療機関毎の判断に任される。

7. その他

医療関係者への予防接種率向上のためには、職

員に対する教育・広報、接種に際しての職員への

配慮（接種場所、経済的補助の確保など）、接種

率・接種効果のフィードバックが重要である。
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参考：医療関連施設内におけるインフルエンザ

曝露後の対応

一般社団法人日本感染症学会の提言 9)に従い、

医療関連施設内において入院患者・入所者のイン

フルエンザヘの曝露があった場合には、インフル

エンザワクチン接種の有無にかかわらず、入院患

者・入所者に対する抗インフルエンザ薬の予防投

与を行う。

医療関係者についてはあくまでインフルエンザ

ワクチンを接種することが前提となっており、予

防投与は原則として必要ない。発症した場合には

早期治療開始と十分な家庭での療養を心がける。

ただ、抗原変異が予測されるようなシーズンや、

現実に抗原変異が確認されたシーズンにはワクチ

ンの効果が低下するので、医療関連施設にインフ

ルエンザウイルスが持ち込まれる機会も高くなり、

入院患者・入所者から医療関係者が感染する可能

性も高くなることが予想される。そのような場合

は、施設内での流行の状況に応じて、入院患者・

入所者だけではなく、医療関係者への抗インフル

エンザ薬の予防投与を考慮する。

【医療関係者への抗インフルエンザ薬予防投与を考

慮する施設内での流行状況】

・施設内での流行伝播に職員が関与していると考

えられる場合

・施設内での流行伝播に職員が関与していると考

えられる場合

【曝露後の予防投与に用いる抗インフルエンザ薬の

用法・用量】

成人

オセルタミビル（商品名：タミフル）

1回 75mg内服、 1日 1回、 7~ 10日間

ザナミビル（商品名：リレンザ） ： 

1回 10mg吸入、 1日 1回、 10日間＊

ラニナミビル（商品名：イナビル） ： 

1回 20mg吸入、 1日 1回、 2日間＊

環境感染誌 Vol. 29, Suppl. III, 2014 

小児

オセルタミビル（商品名：タミフル） ： 

1回 2mg/kg（最大 75mg) 内服、

1日 1回、 10日間

ザナミビル（商品名：リレンザ） ： 

1回 10mg吸入、 1日 1回、 10日間

ラニナミビル（商品名：イナビル） ： 

1回 20mg吸入、 1日 1回、 2日間

(10歳以上の小児）

＊添付文書による

8. 参考資料
l)国立感染症研究所感染症疫学センターホームペー

ジ： http://idsc.nih.go.jp/index-j.html

2) p revention and Control of Influenza. Recommendations 

of the Advisory Committee on Immunization Practices 

(ACIP), 2008. MMWR 2008:57(RR-07): 1-60 

3) Influenza Vaccination of Health-Care Personnel. 

Recommendations of the Healthcare Infection Control 

Practices Advisory Committee (HICPAC) and the 

Advisory Committee on Immunization Practices (ACIP). 

MMWR 2006:55(RR-02): 1-16 

4)神谷 齊ほか：厚生科学研究費補助金（新興・再興

感染症研究事業），総合研究報告書（平成 9年～ 11

年度），インフルエンザワクチンの効果に関する研

究

5) 神谷 齊、加地正郎，他：厚生科学研究費補助金

（新興・再興感染症研究事業），総合研究報告書（平

成 12年～ 14年度），乳幼児に対するインフルエン

ザワクチンの効果に関する研究

6) Kawai N, et al. A prospective, internet based study of the 
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2001-2002 influenza season. Vaccine 21:4507-13, 

2003 

7) Karikomi H, et al :日本における妊娠中のパンデミッ

クA型インフルエンザ (HlNl)2009ワクチン接種

の安全性 (Safetyof Pandemic Influenza A (HlNl) 

2009 Vaccination during Pregnancy in Japan)．医楽品相

互作用研究 36:39-46, 2012 

8) K. Zaman, et al: Effectiveness of Maternal Influenza 

Immunization in Mothers and Infants. N Engl J Med 

2008;359: 1555-64 

9)日本感染症学会提言 2012「インフルエンザ病院内

感染対策の考え方について（高齢者施設を含めて）」．

http://www.kansensho.or Jp/influenza/ 1208 _teigen.html# 
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※「麻しん」「風しん」は感染症法上ではカナ表記であるが、

本書では「麻疹」「風疹」に統一した。

一般社団法人日本環境感染学会

第 2版 医療関係者のためのワクチンガイドライン

【第 1版 院内感染対策としてのワクチンガイドライン (2009年5月25H発行）】

2014年 9月25日発行

一般社団法人日本環境感染学会

ワクチンに関するガイドライン改訂委員会

委員長：岡部信彦

委員：荒川創一、岩田敏、庵原俊昭、白石正、

多屋馨子、藤本卓司、三鴨廣繁、安岡彰

無断転載を禁ず
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医療関係者のためのワクチンガイドライン第 2版

追補版の公開にあたって

日本環境感染学会では、平成21年5月に「院内感染対策としてのワクチンガイドライン 第 1

版」を、平成26年9月に「医療関係者のためのワクチンガイドライン 第2版」を発表して参り

ましたが、この度「医療関係者のためのワクチンガイドライン 第2版」の追補として「髄膜炎

菌ワクチン」および「破傷風トキソイド」を作成いたしましたので、各施設における感染対策立

案時のご参考にしていただければと存じます。本ガイドラインについては、ワクチンに関するガ

イドライン改訂委員会で審議の後、パブリックコメントを経て、理事会でも審議され発表に至っ

たものです。

さらなるご意見等がございましたら、学会事務局 (jsipc@kankyokansen.org)までいただけれ

ば幸いです。

2017年7月25日

日本環境感染学会ワクチンに関するガイドライン改訂委員会

岡部信彦 川崎市健康安全研究所（委員長）

荒川 創 一 三田市民病院

岩田 敏 国立がん研究センター中央病院 感染症部

白石 正 山形大学医学部附属病院薬剤部

多屋馨子 国立感染症研究所 感染症疫学センター

中野貴司 川崎医科大学総合医療センター 小児科

藤本卓司 耳原総合病院救急総合診療科

三 鴨廣繁 愛知医科大学病院感染症科

安岡 彰 市立大村市民病院

-i-
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医療関係者のためのワクチンガイドライン 追補

髄膜炎菌ワクチン

髄膜炎菌は、容易にヒトーヒト伝播をきたすため、医療施設では曝露後予防投与の対応に追わ

れることもしばしば経験する。したがって、個人防衛ならびに伝播予防のためにワクチン接種

が推奨されるが、本邦での髄膜炎菌感染の疫学状況を考えると、麻しん、風しん等とは異なり、

現時点では、日本環境感染学会として全医療機関に髄膜炎菌ワクチンを積極的に推奨するもの

ではない。

破傷風トキソイド

医療施設における破傷風菌のアウトブレイク事例は現状ではほとんど認められないが、破傷

風菌は土壌中などに広く存在し、災害医療に従事する医療関係者は感染の機会が高くなる。いっ

たん破傷風を発症すると予後も悪いため、災害医療に従事する医療関係者では、個人防衛のた

めにワクチン接種が推奨される。しかし、本邦での破傷風の疫学的状況を考えると、麻しん、

風しん等とは異なり、現時点では、日本環境感染学会として全医療機関に積極的に破傷風トキ

ソイドを推奨するものではない。
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4価結合型髄膜炎菌ワクチン（血清型 A、C、YおよびW)

Recommendation 

．髄膜炎菌は容易にヒトからヒトヘと感染する。医療関連施設で働くものは個人の感染

予防に加え、他者に伝播させないためにワクチン接種が推奨される。

・通常は 0.5mlを 1回接種する。

・過去 5年以内に髄膜炎菌結合体ワクチンを接種していない場合で、検査室や研究室で

髄膜炎菌を扱う可能性がある臨床検査技師や微生物研究者には 0.5mlを 1回接種す

ることがことに推奨される。

・過去 5年以内に髄膜炎菌結合体ワクチンを接種していない場合で、無牌症、牌臓摘

出、持続性補体欠損症、 HIV感染などの疾患を有する者は 0.5mlを2回接種する。

2回目は初回接種から 8週以上の間隔をあけて接種する。

・侵襲性髄膜炎菌感染症の発症頻度の高い地区（髄膜炎ベルト等の海外）へ訪れる者に

は0.5mlを 1回接種する。

・追加免疫は 5年毎に 0.5mlを 1回追加接種する。

1.背景

侵襲性髄膜炎菌感染症は髄膜炎菌による全身感染

症で、世界では毎年30万人が髄膜炎菌感染症を発症

し、 3万人が死亡していると推定されている1,2)。

侵襲性髄膜炎菌感染症には、髄膜炎、菌血症、敗

血症、髄膜脳炎等がある。副腎出血や全身のショッ

ク状態を呈する Waterhouse-Friderichsen症候群

は、きわめて重症の侵襲性髄膜炎菌感染症の 1つで

ある。

また、侵襲性感染症ではないが、肺炎や尿路感染

症を発症する場合もある。

髄膜炎菌性髄膜炎の主な症状は高熱、頭痛、嘔気、

羞明、項部硬直、点状出血、紫斑等である。また髄

膜炎菌性菌血症は多くの場合、点状出血や紫斑を伴

う。特徴的症状は発症後約 12時間以内に出現する。

重症例では発症から 24~48時間以内に病状が進

行し、適切な治療を行っても、侵襲性髄膜炎菌感染

症全体の致命率は 7~19%、髄膜炎菌性菌血症の致

命率は 18~53％と報告されている。

双球菌で、健康なヒトの鼻咽頭にも低頻度ながら存

在し、飛沫あるいは分泌物によりヒトからヒトヘ感

染する。

髄膜炎菌の病原性に関係しているのは英膜で、今

日までに英膜多糖体は少なくとも 13血清型 (A、

B、C、Y、W、D、X、Z、E、H、I、K、L)が同定

されており、このうち血清型 A、B、C、Y、および

W が主な髄膜炎菌感染症の原因となっている。

髄膜炎菌ワクチンには多糖体ワクチンと結合体ワ

クチンがあるが、現在、海外で主に使用されている

のは結合体ワクチンで、わが国でも 4価結合体ワク

チンが平成27年 (2015年） 5月18日に発売された。

発売された髄膜炎菌ワクチンは、澄明又はわずかに

混濁した液状製剤で、髄膜炎菌血清型 A、C、Yお

よびW に対する 4価の抗原を含み、ジフテリアトキ

ソイドを共有結合した結合型ワクチンである。

4価結合体髄膜炎菌ワクチンは、既に泄界55の国

と地域で接種が行われている。

サハラ以南アフリカの髄膜炎ベルトと呼ばれる地 2. 接~対象者
域では、髄膜炎菌感染症が流行しているが、米国、 以下に該当する 55歳以下の医療関係者3)

英国等の先進国でも年間 1,000人以上の発生が報告 ・検査室や研究室で髄膜炎菌を扱う可能性がある

されている。 臨床検査技師や微生物研究者3,4)

髄膜炎菌 (Neisseriameningitidis)はグラム陰性 ・無牌症、牌臓摘出、持続性補体欠損症、 HIV感
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染などの疾患を有する者

・侵襲性髄膜炎菌感染症の発症頻度の高い地区

（髄膜炎ベルト等の海外）へ訪れる者

（上記全て過去 5年以内に髄膜炎菌結合体ワク

チンを接種していない場合に接種を検討する）

※2009年米国にて、患者に対し気道確保を行い職

業上接触のあった警察官および病院にて患者の気道

吸引と気管挿管を行った呼吸療法士が、無防備での

呼吸器エアロゾルまたは分泌物への曝露により感染

した事例があり、患者と濃厚接触が予想される医療

従事者（救急、小児科、歯科・口腔外科、 ICU等）

も事前の予防接種を考慮する％

3.接種不適当者

被接種者が次のいずれかに該当すると認められる

場合には、接種を行ってはならない6)。

(1)明らかな発熱を呈している者

(2)重篤な急性疾患にかかっていることが明らか

な者

(3)本剤の成分又はジフテリアトキソイドによっ

てアナフィラキシーを呈したことがあること

が明らかな者

(4)上記に掲げる者のほか、予防接種を行うこと

が不適当な状態にある者

4. 接種方法

. 1バイアルの、全量0.5mLを1回筋肉内に接種

する6)。

医薬品医療機器等法上の年齢制限はない。

国内臨床試験は 2~55歳を対象として実施されて

いることから、国内における 2歳未満の小児等に対

する安全性および有効性は確立していない。 2~55

歳以外の年齢層の者に対する接種については各施設

で判断されたい。

5.効果

国内臨床試験結果6)

①2~55歳までの日本人被験者を対象に本剤 0.5

mLを単回接種した。接種後の抗体保有率

(SBA-BR抗体価が1:128以上＊）は成人、思春

期未成年、小児被験者ともにいずれの血清型に

対しても高かった。

②20歳以上発作性夜間ヘモグロビン尿症患者対

象試験
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エクリズマブ投与を予定している発作性夜間へ

モグロビン尿症日本人患者 (20~55歳： 11名、

56歳以上： 10名）を対象に本剤 0.5mLを単回

接種した。接種後の抗体保有率 (SBA-BR抗体

価が 1:128以上＊）は 20~55歳、 56歳以上そ

れぞれ血清型 Aに対しては 100%、100%、血清

型 Cに対しては 90.9%、60.0%、血清型 Yに対

しては 72.7%、80.0%、血清型 W に対しては

72.7%、80.0%であった。

* : SBA-BR (Serum Bactericidal Assay using 

Baby Rabbit complement) 

抗体価幼若ウサギ補体を用いた抗体価測定法

（血清殺菌活性測定法）。 WHOReportで、英

国での髄膜炎菌感染症流行時 (1999-2000年）

に血清型Cl価ワクチンの有効性を評価した際

にSBA-BR抗体価が1:128以上であるという

ことは‘‘感染防御効果が期待できる”との記載

がある。

6.副反応

・ 2~55歳を対象にわが国で実施された国内第III

相臨床試験によると、成人における接種後の特

定注射部位反応の発現率は、疼痛 30.9%、紅斑

（発赤） 2.6%、腫脹 1.0%、特定全身反応の発現

率は筋肉痛 24.7%、怠感 15.5%、頭痛 11.3%、発

熱 1.5％であった6)0

7. 参考資料
1)高橋英之大西真： 2005~2012年までの髄膜炎

菌性髄膜炎の起炎菌の血清学的および分子疫学的
解析 (IASRVol. 34 p. 363-364 : 2013年12月号）国

立感染症研究所ホームページhttp://www.nih.go.jp/ 
niid/ j a/ allarticles/ surveillance/2258-iasr /related-

articles/ related-articles-406/ 4144-dj4061.h tml 
2)予防接種に関する Q&A  2016 岡部信彦、多屋馨子

p256-257 一般社団法人日本ワクチン産業協会
3) CDC. Immunization of Health-Care Personnel Rec-

ommendations of the Advisory Committee on 

Immunization Practices(ACIP)MMWR November 
25, 2011 60 (RR07) ; 1-45 

4) CDC. Fatal Meningococcal Disease in a Laboratory 
Worker - California, 2012 MMWR September 5, 
2014 63 (35) : 770-772. 

5) CDC. Occupational Transmission of Neisseria men-
ingitides - California, 2009 MMWR November 19, 
2010 59 (45) : 1480-1483 

6)医薬品インタビューフォーム メナクトラ筋注

2015年5月作成（第4版） p.29
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Recommendation 

・破傷風菌は土壌中などに広く存在し、いつでもどこでも感染の機会があり、創傷などから感

染するまた、受傷後の発症予防のために接種される。

・外傷などを被る危険性が高い医療関係者、災害医療に従事する可能性が高い医療関係者、必

要に応じて、過去の予防接種歴から破傷風トキソイドを含むワクチンを接種していない医療

従事者もしくは規定量・回数の接種が行われていない医療関係者も対象となる。

・小児期に DPT-IPV、DPTワクチン (DPTワクチンは平成26年 (2015年） 3月にて製造

中止、平成28年 7月 15日で全て有効期限切れ）または DTワクチンの接種を受けていな

い場合には、通常、沈降破傷風トキソイド 0.5mlを3回（初回、 3~8週後、 12~18か月

後。 3回目は 2回目接種から 6か月以上の間隔を開ければ接種可）皮下または筋肉内に接種

する。その後は、抗体の減衰を考慮して 10年毎に 1回沈降破傷風トキソイドの追加接種を

行う。

・小児期に DPT-IPV、DPTワクチンまたは DTワクチンの接種を受けている場合には、原則

として、沈降破傷風トキソイドを使用する (DTを用いる場合の 1回接種量は、局所反応出

現の可能性を考慮して 1回0.1mlとする）。抗体の減衰を考慮して 10年毎に 1回破傷風

トキソイドの追加接種を行う。

1. 3回のワクチン接種を完了した者には、 10年毎に再追加免疫として、通常、 1回0.5ml 

を皮下又は筋肉内に注射する。なお、再追加免疫の接種間隔は職種、スポーツ等の実施状

況を考慮する。

2. 小児期に 2回以下のワクチン接種しか受けていない場合には、総接種回数が3回となるよ

うに接種する。この場合、 2回目と 3回目の接種間隔は 6か月以上開ける。 3回の接種が

完了した後は、約 10年毎に追加接種を行う。

3. 3回のワクチン接種を完了した者、または再追加免疫を受けた者（合計 4回以上のワクチ

ン接種を完了した者）で、破傷風感染のおそれのある負傷を受けたときは直ちに沈降破傷

風トキソイド 0.5mlを1回皮下または筋肉内に注射する。最終接種からの経過年数や創

による破傷風発症のリスクによっては、抗破傷風人免疫グロブリンの併用も検討する。

1.背景

破傷風は、破傷風菌 (Clostridiumtetani)が産生

する破傷風毒素により発症する感染症で、 3~21日

間程度の潜伏期を経て、開口障害や痙笑、燕下困難

等の症状で発症する％重篤な場合は後弓反張や、強

直性けいれん、呼吸筋麻痺による呼吸困難や窒息死

に至ることがある。破傷風菌は土壌中に芽胞の形で

存在しており、傷口から侵入した芽胞はその後発芽、

増殖して破傷風毒素を産生する。また批界中どこで

あっても感染の可能性がある。

破傷風は、感染症法に基づく感染症発生動向調査

では五類感染症全数把握疾患で、すべての医師に診

断後7日以内に届け出ることが義務づけられてい

る。わが国では、平成23(2011)年の東日本大震災

の際の受侮をきっかけとして、 10人が破傷風を発症

したが、そのほとんどは高齢者で破傷風ワクチンを

受けている世代での発症ではなかった。現在も国内

で昭和 43(1968)年より以前のワクチン未接種世代

を中心に年間 100人以上の患者発生があり、定期接

種としてのきちんとしたワクチン接種は重要であ

り、定期接種年齢外でもハイリスク者の場合には接

種しておくことが必要である。外傷後に破傷風を発
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症するか否かを予想することは困難であり、わが国

では破傷風トキソイドおよび抗破傷風ヒト免疫グロ

ブリン (TIG)の投与基準は明確なものがないのが

現状である。しかし、報告例の中には軽微な創傷に

より発症している例や、感染経路が不明の例もあり

注意が必要である。米国では AmericanCollege of 

Surgeons (ACS)が破傷風をおこす可能性があるか

否かを判定できるように、創部の性状から基準を作

成している。その基準によると破傷風をおこす可能

性の高い創傷は、受傷後時間が経過しているもの、

創面に異物などを認め、壊死組織や感染徴候のある

もの、創の深さが 1cmを越えるもの、神経障害や

組織の虚血を合併しているものなどとなっている。

人間や動物の唾液にも芽胞化した破傷風菌が存在す

ることがあるので注意が必要である。外傷を受けた

際に破傷風トキソイドや TIGを投与するかどうか

は、創部の状態に加えて受傷者が破傷風に対する抗

体を有するかどうかもあわせて考慮する必要があ

る。破傷風抗毒素抗体価は約10年で発症防御レベル

を下回るといわれているため、過去の破傷風トキソ

イド含有ワクチン接種の有無、最後の接種時期を確

かめることが重要である。過去の接種から 10年以上

経過している場合は破傷風トキソイドの追加接種が

必要となる。米国では上で述べた創傷分類と過去の

接種の回数を組み合わせて、破傷風トキソイド、 TIG

の投与を行うか判断することが推奨されている。通

常沈降破傷風トキソイド0.5mLを筋肉内に、 TIGは

250単位を製剤によって筋肉内または静脈内投与す

る。筋肉内投与の場合、上腕二頭筋がもっともよく

用いられるが、破傷風トキソイドと TIGはそれぞれ

別の腕に投与する2)0

また、米国では注射による薬物依存者に破傷風患

者が報告され、芽胞に汚染された薬物、その溶解液

や注射器からの感染の可能性が指摘されている。日

本国内でも震災時や漬物石による外傷後に発症し膿

汁より破傷風菌が分離された破傷風の事例が報告さ

れており、薬物乱用者の増加も懸念されていること

から、今後注意が必要である3-5)。

2.接種対象者

・外傷などを被る危険性が高い医療関係者

・災害医療に従事する可能性が高い医療関係者

・必要に応じて、過去の予防接種歴から破傷風ト

キソイドを含むワクチンを接種していない医療
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従事者もしくは規定量・回数の接種が行われて

いない医療関係者も対象とする

3.接種不適当者6)

被接種者が次のいずれかに該当すると認められる

場合には、接種を行ってはならない

(1) 明らかな発熱を呈している者

(2)重篤な急性疾患に罹患していることが明らか

な者

(3) 当該ワクチンの成分によってアナフィラキ

シーを星したことがあることが明らかな者

(4)上記に掲げる者のほか、予防接種を行うこと

が不適当な状態にある者

4.接種方法

①小児期に DPT-IPV、DPTワクチン (DPTワク

チンは平成 26年 (2014年） 3月にて製造中止、

平成 28年7月 15日で全て有効期限切れ）また

はDTワクチンの接種を受けていない場合

通常、沈降破傷風トキソイド 0.5mLを3回（初

回、 3~8週後、 12~18か月後。 3回目は 2回目接種

から 6か月以上の間隔を開ければ接種可）皮下また

は筋肉内に接種する。その後は、抗体の減衰を考慮

して10年毎に沈降破傷風トキソイドの1回追加接種

を行う。

②小児期に DPT-IPV、DPTワクチンまたは DT

ワクチンの接種を受けている場合

•原則として、沈降破傷風トキソイドを使用する

(DTを用いる場合の 1回接種量は、局所反応出

現の可能性を考慮して 1回O.lmLとする）。

（抗体の減衰を考慮して 10年毎に 1回追加接種

を行う）

1. 3回のワクチン接種を完了した者には、 10年毎

に再追加免疫として、通常、 1回0.5mLを皮

下又は筋肉内に注射する。なお、再追加免疫の

接種間隔は職種、スポーツ等の実施状況を考慮

する。

2.小児期に2回以下のワクチン接種しか受けてい

ない場合には、総接種回数が3回となるように

接種する。この場合、 2回目と 3回目の接種間

隔は 6か月以上開ける。 3回の接種が完了した

後は、約 10年毎に追加接種を行う。

3. 3回のワクチン接種を完了した者、または再追

加免疫を受けた者（合計4回以上のワクチン接
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種を完了した者）で、破傷風感染のおそれのあ

る負傷を受けたときは直ちに沈降破傷風トキ

ソイド 0.5mLを 1回皮下または筋肉内に注射

する。最終接種からの経過年数や創による破傷

風発症のリスクによっては、抗破傷風人免疫グ

ロブリンの併用も検討する。

5.効果

発症防御抗体レベルは O.QlIU/mLと考えられて

おり、上記接種で発症防御抗体レベルを超えること

ができると考えられている。

6. 副反応4)

重大な副反応

ショック、アナフィラキシー（0.1％未満）ショッ

ク、アナフィラキシー（全身発赤、呼吸困難、血管

浮腫等）があらわれることがあるので、接種後は観

察を十分に行い、異常が認められた場合には適切な

処置を行うこと。

その他の副反応

1.全身症状（頻度不明）

発熱、悪寒、頭痛、倦怠感、下痢、めまい、関

節痛等を認めることがあるが、いずれも一過性

で2~3日中に消失する。

2.局所症状（頻度不明）

発赤、腫脹、疼痛、硬結等を認めることがある

が、いずれも一過性で 2~3日中に消失する。

ただし、局所の硬結は 1~2週間残存すること

がある。また、 2回以上の被接種者には、とき

に著しい局所反応を呈することがあるが、通

常、数日中に消失する。

7. 参考資料
1)予防接種に関する Q& A 2016 岡部信彦、多屋

馨子 p56~79 一般社団法人日本ワクチン産業協

会

2)国立感染症研究所ホームページ病原微生物検出

情報 IASRVol. 23 No. 1 January 2002 p 4~5 
山根ー和八木哲也高橋元秀荒川宜親：外傷後

の破傷風予防のための破傷風トキソイドワクチ

ンおよび抗破傷風ヒト免疫グロブリン投与と破

傷風の治療 http:/／idsc.nih.go.jp/iasr /23/263/ dj2632. 
html 

3)国立感染症研究所ホームページ破傷風とは

国立感染症研究所細菌第二部福田靖岩城

正昭高橋元秀 http://www.nih.go.jp/niid/ja/
kansennohanashi/ 466-tetanis-info.html 

4) IDWR 2012年第45号＜速報＞東日本大震災に関連

した破傷風（東H本大震災関連の破傷風症例につい

ての報告）、http:/／www.nih.go.jp/niid/ja/tetanis-m/
tetanis-idwrs/2949-idwrs-1245.html 

5)柳井真知、竹村 弘、高木妙子、國島広之、大柳忠

智、積田奈津希：漬物石による外傷後に発症し膿汁

より破傷風菌が分離された破傷風の一例、 IASR
Vol. 36 p. 113-114 : 2015年6月号。

6)沈降破傷風トキソイド「生研」添付文書 2016年9
月改訂（第 18版）
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風しんに関する追加的対策 骨子 

平成 30 年 12 月 13 日 

厚 生 労 働 省 

 

 現在の風しんの発生状況等を踏まえ、風しんの感染拡大防止のため速やかに

対応することが、国民生活の安心にとって極めて重要である。 

 このため、風しんの感染状況や抗体検査の実施状況、ワクチンの需給状況等を

踏まえながら、現在予防接種法に基づき１歳児及び小学校入学前の子に対し行

っている風しんの予防接種（「定期接種」）及び妊娠を希望する女性等に対する風

しん抗体検査の助成に加え、感染拡大防止のための追加的対策として、以下の取

組について、速やかに行う。 

 

１．実施の枠組 

 （１）抗体保有率の低い世代の男性に対する予防接種・抗体検査の実施 

   ・ （２）に定める対象者については、これまで予防接種法に基づく定期

接種を受ける機会がなく、抗体保有率が他の世代に比べて低い（約 80％）

ため、市町村が、予防接種法に基づき風しんの定期接種※を行う。  

※ 政令改正により措置 

   ・ ワクチンの効率的な活用等のため、抗体検査を前置する。市町村※は、

まず（２）に定める対象者に抗体検査を実施し、結果が陰性だった者に

対して、風しんの定期接種を行う。国は、補正予算の編成等により、地

方自治体が行う抗体検査事業に対する補助を拡充する。 

※ 今年度は都道府県等において抗体検査事業を行っており、それと連続的

に実施できるよう、調整を進める。 

 

 （２）追加的対策の対象者 

   ・ 1962 年（昭和 37 年）４月２日から 1979 年（昭和 54 年）４月１日ま

での間に生まれた男性（現在 39 歳から 56 歳の男性）とする。 

    ※ 追加的対策の対象者の範囲等については、事業の進捗等を踏まえ必要に応

じ見直しを検討 

 

 （３）実施方法 

地方自治体、医療関係者、事業者団体等と連携し、できる限り対象者の

利便性の向上を図る。 

   ・ 市町村が保険者となって運営する国民健康保険（「市町村国保」）の被

015163
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保険者（自営業者等）等※に対しては、特定健康診査（「特定健診」）等
※の機会を活用し、風しんの抗体検査を実施 

    ※ 生活保護受給者に対しては、健康増進法に基づく健康診査の機会を活用 

   ・ 事業所に使用される者に対しては、事業所において定期に実施する健

康診断の機会を活用し、風しんの抗体検査を実施 

   ・ 抗体検査及び予防接種について、休日・夜間の実施など、医療機関で

受けやすくする体制を整備 

 

２．実施期間・目標 

 ・ １．の枠組について、2019 年（平成 31 年）から 2021 年度末までの約３

年間かけて、集中的に取り組む。 

 ・ 実施に当たっての目標は、以下の通りとする。 

  ① 2020年７月までに、１．（２）に定める対象者の世代の抗体保有率を85％

以上（我が国全体の抗体保有率は約 93％となる。） 

  ② 2021年度末までに、１．（２）に定める対象者の世代の抗体保有率を90％

以上（我が国全体の抗体保有率は約 94％となる。） 

 

３．円滑な実施に向けた措置等 

（１）実施のための環境整備 

   ・ 市町村の定期接種や抗体検査の実施に当たり、国は事務手続等に関す

る手引き（ガイドライン）を作成し、地方自治体、医療機関等に対して

丁寧に説明 

 ・ 国は、製造販売業者、卸売販売業者、検査会社等と連携し、ワクチン

の安定供給及び抗体検査の安定実施に努める  

・ 国は、地方自治体、事業者団体、保険者団体等と連携し、普及啓発を

徹底 

   

（２）今回の追加的対策の円滑な実施に向けた具体策について、引き続き検討

を進める。 

 



風しんに関する追加的対策

特に抗体保有率が低い現在39～56歳の男性に対し、
① 予防接種法に基づく定期接種の対象とし、３年間、全国で原則無料で
定期接種を実施

② ワクチンの効率的な活用のため、まずは抗体検査を受けていただくこ
ととし、補正予算等により、全国で原則無料で実施

③ 事業所健診の機会に抗体検査を受けられるようにすることや、夜間・
休日の抗体検査・予防接種の実施に向け、体制を整備

追加的対策のポイント

※2019年2月時点

【出典】国立感染症研究所「年齢/年齢群別の風疹抗体保有状況」2013-2017年をもとに算出（10歳以下のみ2017年のデータで計算）

※（）内は抗体保有率
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all for one

One for all, 
ひとりはみんなのために、

みんなはひとりのために

・無料抗体検査クーポンが届きましたら、健康診断の機会などで、抗体検査をお願いします

あなたが
風しんに

あなたが
苦しい
だけでなく

風しん
拡散

妊婦さん
感染

赤ちゃんが
障がいをもって
生まれる可能性が

あります

対象：1962（昭和37）年4月2日～1979（昭和54）年4月1日生まれの男性の皆様

止めるぞ_風しん#

風しん 厚生労働省



1962(昭和37)年4月2日～1979(昭和54)年4月1日生まれの男性の皆様

あなたが風しんの感染を拡大させてしまう

可能性があります

Q:なぜ風しんへの
     抵抗力が必要なの？

抗体検査 抗体あり

抗体なし 予防接種を受けましょう

A

風しんとは

感染者の咳やくしゃみ、会話などで飛び散るしぶき（飛沫）を吸い込んで感染します。

小児は発熱、発疹、首や耳の後ろのリンパ節が腫れて、数日で治ります。まれに、高熱

や脳炎になって入院することがあります。

成人は高熱・発疹の長期化や関節痛など重症化の可能性があります。

職場での健康診断や近隣の

病院・診療所で受けられます。※

・成人は小児に比べて

 症状が重くなることが

 あります。

A ・電車や職場など人が集まる場所で、

 多くの人に感染させる可能性があります。

・妊娠早期の妊婦に風しんを感染させると、

 赤ちゃんが先天性風しん症候群になる可能性があります。

先天性風しん症候群とは

妊娠初期（20週以前）に風しんに感染する

と、赤ちゃんが先天性心疾患・白内障・難聴

を特徴とする先天性風しん症候群をもって

生まれてくる可能性が高くなります。

Q:風しんに感染すると
     何が問題なの？

・風しんへの抵抗力があります。

・風しんへの抵抗力がありません。

・風しんにかかるリスクがあります。

風しん 厚生労働省

クーポン券を使えば抗体検査は無料となります。
原則無料となります。※

※2019年4月以降、順次クーポン券が届く予定ですが、

　自治体により事業の開始時期や対応が異なるため、

　お住まいの市区町村にお問い合わせ下さい。

風しんへの抵抗力が無いこと（抗体なし）がわかった場合、

予防接種を受けましょう。

お手元に届くクーポン券※により、健康診断の機会や

お近くの医療機関で抗体検査を受けましょう。

2019年度は、1972（昭和47）年4月2日～1979（昭和54）年4月1日生まれの男性に市区町村がクーポン券を送付します。

なお、2019年度にクーポン券が送付されない・届いていない対象者も市区町村に希望すればクーポン券を発行し、抗体検査を受けられます。※

子どもの頃に風しんに感染したかどうか記憶が曖昧な場合も抗体検査を受けましょう。

1

2
対象者は風しんの抗体検査及び予防接種が原則無料※となります。



○救急隊員に対する血中抗体検査及びワクチン接種が推奨される感
染症について 
 

 救急隊員に対する血中抗体検査及びワクチン接種の実施が推奨される感染

症のそれぞれの特徴や危険性について、厚生労働省及び国立感染症研究所の

ホームページ上の記載を一部引用し、以下のとおり情報提供する。 

 

（１）麻しん 

麻しんは、麻しんウイルスによって引き起こされる急性の全身感染症で

あり、感染経路は空気感染、飛沫感染、接触感染で、その感染力は非常に

強い。麻しんに感染すると、麻しんウイルスそのものによるものだけでな

く、合併した別の細菌やウイルス等による感染症が重症化する可能性もあ

り、先進国であっても麻しん患者約 1,000人に１人の割合で死亡する可能

性がある。唯一の有効な予防法はワクチンの接種によって麻しんに対する

免疫を獲得することであり、２回のワクチン接種により、麻しんの発症の

リスクを最小限に抑えることが期待できる。 

 

（２）風しん 

風しんは、風しんウイルスによって引き起こされる急性の発疹性感染症

であり、感染経路は飛沫感染である。症状は不顕性感染から重篤な合併症

併発まで幅広く、風しんに感受性のある妊娠 20週頃までの妊婦が風しんウ

イルスに感染すると、出生児が先天性風疹症候群を発症する可能性があ

る。特異的な治療法はなく、症状を和らげる対症療法のみであり、風しん

の予防のためには、ワクチン接種が最も有効な予防方法である。 

 

（３）水痘 

水痘は、水痘帯状疱疹ウイルスによって引き起こされる発疹性感染症で

あり、感染経路は空気感染、飛沫感染、接触感染である。成人ではより重

症になり、合併症の頻度も高い。ワクチンの１回の接種により重症の水痘

をほぼ完全に予防でき、２回の接種により軽症の水痘も含めてその発症を

予防できる。 

 

（４）流行性耳下腺炎 

流行性耳下腺炎は、ムンプスウイルスによって引き起こされる感染症で

あり、感染経路は飛沫感染である。 死亡することは稀であるが、合併症と

して無菌性髄膜炎の頻度が高く、その他の合併症として難聴、膵炎、精巣

炎、卵巣炎等がある。流行性耳下腺炎及びその合併症の治療は基本的に対

症療法で、効果的に予防するにはワクチン接種が唯一の方法である。 

 

（５）破傷風 

破傷風は、破傷風菌が産生する毒素のひとつである神経毒素（破傷風毒

参考 



素）によって引き起こされる感染症であり、芽胞の形で土壌中に広く常在

する破傷風菌が傷部位から体内に侵入し感染する。破傷風の特徴的な症状

である強直性痙攣は破傷風毒素が主な原因であり、重篤な患者では呼吸筋

の麻痺により窒息死することがある。多くの場合、ワクチン接種により、

発症防御抗体レベルを超える血中抗体価を獲得することが可能である。 

 

（６）Ｂ型肝炎 

Ｂ型肝炎については、「救急業務等の実施に当たってのＢ型肝炎感染防止

対策の徹底について」（昭和 62年９月４日付け消防救第 110号消防庁救急

救助課長通知）等において、救急隊員に対するＨＢＳ抗原・抗体検査及び

Ｂ型肝炎ワクチンの接種を実施するようお願いしているところである。 

 

【参考】 

・厚生労働所ホームページ 感染症情報 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/ken

kou/kekkaku-kansenshou/index.html 

 

・国立感染症研究所ホームページ 感染症情報 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases.html 

 

 

○救急業務の特性に伴う感染リスクについて 
 

 救急隊員は、その業務の特性上、以下の点から特に感染リスクが高いと考

えられる。 

 

（１）傷病者に関する情報の不足 

救急隊員は、傷病者に関する情報を事前に取得できないまま、出血を伴

う外傷傷病者や意識のない傷病者に対応することから、感染源となる傷病

者の血液、体液等に意図せず接触してしまう可能性が高い。 

 

（２）救急自動車内の環境 

救急自動車内は、処置を行う救急隊員と傷病者との距離が極めて近い上

に、十分に換気が行えない密閉された環境である。この救急自動車内の環

境により、空気感染する麻しんや水痘の感染リスクが高くなることはもと

より、飛沫・接触感染する風しんや流行性耳下腺炎の感染源に接触する可

能性も高い。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/index.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases.html
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